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予 算 特 別 委 員 会 記 録 

 

１ 日  時  平成２９年３月８日（水） 

         午前 ９時５８分 開会 

         午後 ４時５３分 散会 

 

２ 場  所  議員全員協議会室 

 

３ 出席委員（２４名） 

   委員長  山 本 健十郎      副委員長 伊 藤 謙 司  

   委 員  神 野 恭 多      委 員  米 谷 和 之 

   委 員  井 谷 幸 恵      委 員  藤 田 誠 一 

   委 員  田 窪 秀 道      委 員  小 野 辰 夫 

   委 員  太 田 嘉 一      委 員  岩 本 和 強 

   委 員  三 浦 康 司      委 員  篠 原   茂  

   委 員  大 條 雅 久      委 員  高 塚 広 義  

委 員  藤 原 雅 彦      委 員  豊 田 康 志 

委 員  藤 田 豊 治      委 員  藤 田 幸 正 

委 員  岡 崎   溥      委 員  伊 藤 優 子 

委 員  佐々木 文 義      委 員  真 木 増次郎 

委 員  仙 波 憲 一      委 員  加 藤 喜三男 

 

４ 欠席委員   

   な し 

 

５ 説明のため出席した者 

   市 長        石 川 勝 行    副市長        寺 田 政 則 

 企画部 

   企画部長       原   一 之    総括次長（地方創生推進監）粂 野 誠 二   

   次長（秘書広報課長）  岡 田 公 央     次長（別子銅山文化遺産課長）秦 野 親 史 

総合政策課長      亀 井 利 行      地方創生推進室長     藤 田   康   

財政課長        河 端 晋 治      情報政策課長        櫻 木 俊 彰    

   国体推進室長     佐 薙 博 幸      総合政策課主幹      上 野 壮 行  

   国体推進室主幹    山 内 嘉 樹  

 総務部 

   総務部長       寺 村 伸 治    総括次長（契約課長）    曽我部 信 也 

   税務長（資産税課長） 伊 藤 繁次郎    総務課長         佐 古   猛 

人事課長       神 野 賢 二    管財課長         菅   一 好 

市民税課長      伊 藤 裕 敏     債権管理対策室長     鴻 上 幸 広  

    人事課主幹      髙 橋 喜久美    人事課主幹        松 木 真 吾  

   市民税課主幹     酒 井 千 幸    資産税課主幹       久 枝 庄 三  
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   収税課主幹       近 藤 弘 二     

 出納室 

   会計管理者（出納室長）藤 田   武     

 議会事務局 

   議会事務局長     多田羅   弘    議事課長           正 夫 

挙管理委員会事務局 

   選挙管理委員会事務局長（企画部情報政策課長）櫻 木 俊 彰 

監査委員事務局 

   監査委員事務局長   白 石 尚 志    

福祉部 

   福祉部長       岡 部 嘉 幸    総括次長（健康長寿戦略監）白 石   亘 

   次長（子育て支援課長） 藤 田 憲 明     次長（介護福祉課長）   加 藤 京 子 

地域福祉課長      伊 達 忠 幸    生活福祉課長       山  中     悟 

   介護福祉課参事(地域包括支援センター所長) 古 川 哲 久     国保課長        井 上   毅  

    保健センター所長   木 戸 貴美佳    東新学園長         髙 橋 靖 志  

    介護福祉課主幹      東 田 寿 重    子育て支援課主幹     加 藤 大 和   

     国保課主幹        飯  尾 誠  二        保健センター主幹     宮 﨑 洋 子 

 

６ 委員外議員  

   議 長  近 藤  司      副議長  永 易 英 寿 

  

７ 議会事務局職員出席者 

   議会事務局長  多田羅   弘            議事課長        正 夫 

   議事課調査係長 神 野 瑠 美            議事課主任    中 島 康 治 

  

８ 付託案件 

   議案第１３号から議案第２３号 

 

９ 会議の概要 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

午前 ９時５８分開会 

○委員長（山本健十郎）（開会挨拶） 

○市長（石川勝行）（挨拶） 

＜第１グループ＞ 

議案第13号 平成29年度新居浜市一般会計予算 

○ 議事課長（説明） 

○粂野企画部総括次長（説明） 

○曽我部総務部総括次長（説明） 

○藤田会計管理者（説明） 

○櫻木選挙管理委員会事務局長（説明） 

○白石監査委員事務局長（説明） 

＜質 疑＞ 

離島振興費 

○委員（田窪秀道） 県の離島振興協議会費７万

3,500円と日本離島センター評議員会負担金１万

2,000円が主ですが、こういう国の外郭団体の負

担金等を断った場合に、本市の離島振興にどのよ

うな不利益があるのかということと、本年度は大

阪への旅費等４万8,000円が含まれているという

ことですが、何があって誰が行くのかを教えてほ

しいと思います。 

○亀井総合政策課長 まず初めに、４万8,000円

の増加ですが、これは平成29年度愛媛県大阪事務

所で開催される愛媛の離島フェアへの参加旅費で

す。この離島フェアは、平成28年度も12月に開催

されており、新居浜市からは従来、七福芋本舗の

みの参加でしたが、平成28年度はジャックのパン

屋も参加して、２業者となったことから、手伝い

や片づけ等もあるので新居浜市も参加してほしい

という県からの要請に基づき予算化したもので
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す。 

 次に、愛媛県離島振興協議会及び日本離島セン

ター評議員会への負担金等ですが、特にペナルテ

ィーはないと考えていますが、いろんな研修があ

ることや会合、離島振興の情報をいただけます。

県内であれば離島を所有している全市町が入って

いる協議会ですので、参加するのが適当と判断し

ています。 

広聴費 

○委員（大條雅久） 平成28年度から市政モニタ

ー制度がさま変わりしたかと思います。数十人に

モニターを委嘱して集まって意見を聞くという形

から、アンケートをとるということで、平成28年

度は３回、平成29年度もそういう予定のようにお

伺いしましたが、形を変えてどういう効果があっ

て、平成29年度にどういうものを求めて実施され

るのか。 

 あわせて、アンケートの結果を拝見しますと、

例えば新居浜の町のイメージとか、対外的に売り

込みたいものを具体的にモニターの方、200人か

らお聞きになっていますが、シティブランド戦略

や外部委託した計画、立案に生かしているのか、

教えていただけますか。 

○岡田企画部次長（秘書広報課長） より多くの

市民の意見を聞かせていただきたいということで

平成28年度から、市政モニター制度を見直し、市

内全域から約200人のモニターにアンケート協力

をいただくようにしました。 

 新居浜市の主要な問題として各部局から求めた

８項目について、３回にわたりアンケート調査を

実施し、各アンケートの結果や分析は、ホームペ

ージで公開しており、今後シティブランド戦略等

に向けて、十分参考にしたいと考えています。ア

ンケートをしたことから、市民の意見が数多く集

まり、２月に市長を含めて意見交換会を実施した

ところであり、今後一層積極的な広聴に努めたい

と考えています。 

ふるさと応援寄附金推進費 

○委員（加藤喜三男） ふるさと納税について

は、政府もいろいろお考えがあるようですが、今

年の予定はどうなっているのかお聞きします。 

○亀井総合政策課長 10月に見直しを行い、その

後順調に推移しており、年明けから少し伸び悩ん

でいるところもありますが、現在の寄附額は約３

億円となっており、最終的には３億2,000万円か

ら3,000万円程度を見込んでいます。ふるさと納

税は、生まれ故郷やゆかりのある町を応援する理

念から始まりましたが、返礼品競争が激化して、

本来の趣旨から離れてきたということもありま

す。新居浜市では従来の特産品に加えて、シルバ

ー人材センターの商品として、ふるさとのご先祖

にお気持ちをお届けします、という商品をつくり

ました。これは、墓地の除草、墓石等の清掃、ハ

ナシバの供えと撤去を行って、清掃前と清掃後の

写真を送るという商品です。これは、新居浜市の

出身者やゆかりのある人で、墓参りに帰れない人

に対しての商品であり、ふるさと納税の本来の趣

旨に合致すると考えています。このような商品を

できるだけつくることで、国が色々見直しを行っ

ているようなことについてもクリアしていければ

と考えています。 

○委員（加藤喜三男） 平成29年度の予算は４億

1,700万円で、３億円のプラスであれば、マイナ

スになるような気がするが、どうですか。 

○亀井総合政策課長 平成28年度の寄附額の見込

みが３億2,000万円程度ということで、今回提案

している平成29年度予算については、寄附金を６

億7,500万円と見込んでいます。 

○委員（藤田幸正） ふるさと納税は、本来は地

域にゆかりのある人やそういった人ということで

始まったが、今は返礼品競争になっている。これ

は個人的な意見ではあるが、天下の愚策の一つで

あると思う。寄附額の半分くらいが返礼品やその

ための情報発信のサイトの利用等々に使われると

いうのは非常にまずいのではないか。新聞か何か

で県下２０市町のコメントが載っていた中で、新

居浜市は、おかしいと考えているという立場だっ

た気がします。総務省も変えなくてはいけないと

いう考えのようですけど、どの辺を変えるのか、

もっと大きく変えて欲しい。それには我々より

も、全国市長会などでこういうことを言ってもら

いたいという気持ちがあるが、市長の気持ちをお

聞きします。 

○石川市長 ふるさと納税については総務省でや

り方を検討していただいています。県の中でも確

かに差があり、返礼品が多い所は特産品が多く、

良い返礼品がたくさんあるという所が多いので、

確かに自分の所の産品を返礼品として、それに対

して寄附が来るのはいいと思うが、ふるさとでな

い人から、いわゆるインターネット販売のような
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状況になっているのも事実です。これについては

市長会等も通じて議論をしなければならないと思

っていますが、市長会としてまとめるというのは

なかなか難しいのではないかと思っています。こ

れは直接総務省あたりへどんどん言っていく以外

にないのではないか。ただ、ふるさとでない所に

寄附をするというのは、どうかなと思っているの

で、ここは何らかの会で議論をしてみたいと思っ

ています。 

○委員（藤田幸正） これはふるさと応援という

こともあるので、災害が起こって被災された所に

は応援したいという気持ちで皆さんが出される。

逆に、節税対策であるとか、返礼品目当てもあ

る。６億7,500万円ぐらい入ってくる予定で、か

かるのが４億1,000万円。どれだけの収入にな

り、事業に使えるのかということで、その辺の所

は市長にもっと強く働きかけて欲しいと思います

が、どうですか。 

○石川市長 確かにうちも少し無理をした所もあ

りますが、このまま黙って見ていると、入ってく

るよりも出ていく方が多い。やはり今の制度があ

る以上、よそへ出ていく寄附金のほうが多くなる

状況というのは何とかしなければならないという

のが今の状態。例えば災害地に対する寄附であれ

ば、それは純粋な寄附で、税金でそれを還付する

という制度は本来おかしいので、そこら辺も議論

しなければならないと思っています。産業の振興

という意味ではいいことかもしれないが、税とし

て還付するのはいかがなものか、そういう思いは

持っています。 

○委員（大條雅久） 本来、新居浜市に納税され

るべき金額が、他市へふるさと納税で出て行って

いるが、把握されている金額はいくらぐらいです

か。 

○亀井総合政策課長 平成28年度はまだ確定して

いません。平成27年度で申しますと、寄附を受け

たのが約3,500万円。新居浜市民で他の自治体に

寄附をしたのが約2,700万円ということで、単純

に見ると黒字ということにはなっておりました

が、その3,500万円のうち2,000万円ほどは大口の

寄附者がいましたので、それがないと逆転してい

る状況です。平成28年度については、確定した段

階で精査したいと思っています。 

公共施設管理システム推進費  

○委員（田窪秀道） 市内の公共施設を維持する

管理費がどれだけ必要かを一元化してシステム管

理するための使用料であるとお聞きをしました。

平成29年度の予算で、公共施設の長寿命化等を一

元化することで、どこまで平準化が図られるんで

しょうか。 

 それと、期待できる効果などがあれば教えてい

ただきたいと思います。 

○亀井総合政策課長 この事業につきましては、

各担当課で施設データを管理していたものを、庁

内共通のデータベースで一元化を行い、施設保全

計画を作成するために、平成23年６月に建築保全

センターのＢＩＭＭＳというソフトを導入して管

理していますが、そのシステムの利用料です。こ

れについては、施設情報のほか、屋根とか外壁の

材質、空調設備、工事の履歴等も入力しており、

更新時期や改修費用の試算ができるため、予防保

全工事の計画策定に活用しています。これによっ

て、施設の長寿命化を図り、ライフサイクルコス

トの縮減、将来の更新費用の平準化が効果として

期待できるのと同時に、毎年予算を査定する中

で、優先順位をつけて平準化を図ることに役立て

ています。 

○委員（田窪秀道） ＢＩＭＭＳの使用料は、庁

内で使うということは、主に人件費と考えていい

んですか。 

○亀井総合政策課長 ＢＩＭＭＳは、建築保全セ

ンターが持っているソフトで、その使用料です。

全国で90以上の自治体が使用しています。 

定住人口拡大促進費 

○委員（田窪秀道） 平成26年度から３年間の継

続ということですが、平成29年度の予算の内訳、

そして期待できる効果の検証をどう判断されてい

ますか。 

○亀井総合政策課長 この事業については、平成

27年度まで実施していた市内向けの住宅取得資金

利子補給制度であり、マイホームを購入して、金

融機関から資金を借り入れた40歳以下の市内在住

の方に、年間10万円を限度に支払った利子の一部

を３年間補助するものです。平成29年度の予算の

内訳は、平成26年度に交付決定した62世帯分、

610万7,000円と平成27年度に交付決定した183世

帯分、1,830万円です。この事業は、子育て支援

という意味で一定の効果があったと考えています

が、定住促進ということでは、実際アンケートも

とった結果、効果が少ないと判断して、平成27年
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度で既に廃止しています。 

○委員（田窪秀道） 一番初めの年度は62世帯、

平成27年度が189世帯と、２年目で一気にふえた

のは、１年目は市外から市内へ転入されて家を建

てた人が結構少なかった、２年目は、市内の方で

も家を建てたら10万円補助されたので格段にふえ

た、平成28年度は平成27年度で終わったのでなか

ったということで理解してよろしいでしょうか。 

○亀井総合政策課長 この事業は、市内の方用の

補助制度ですので、全部市内在住の方への補助金

です。平成26年度の62世帯から平成27年度は

183世帯にふえたのは、利子の支払いが始まる時

期にずれがあるので、交付決定は平成26年度だ

が、利子を払い始めたのが平成27年度の方がおら

れたということもあって平成27年度に183世帯に

ふえており、制度を利用した人が平成27年度に急

にふえたということではありません。 

政策懇談会費 

○委員（加藤喜三男） 政策懇談会費については

3年を経過し、一定の評価を得ていますが、今

後、どうお考えなのか、今年度の予算はどういっ

た内容なのか教えてください。 

○亀井総合政策課長 政策懇談会につきまして

は、市長の第１ステージの公約として、広く市民

の皆様の意見を市政に反映させるため、平成２５

年度に設置したものです。懇談会から提案された

意見をもとに、平成26年度は18事業、平成27年度

は33事業、平成28年度は29事業を事業化しまし

た。平成28年度の政策懇談会では、これまで事業

化された事業について内容を検証し、一部廃止も

含めて見直しを行いました。各界各層からの意見

を市政に反映できたことで、一定の評価がありま

したが、全て予算に反映するのではなく、予算査

定の段階でもう少し内容を精査すべきものもあっ

たのではないかという反省もあり、この点につい

て、今後の課題として取り組みたいと考えていま

す。 

○委員（加藤喜三男） 市長のお考えはどうです

か。 

○石川市長 本会議でのご質問でもお答えしまし

たが、一定の成果があったと私も認めており、来

年度も引き続き実施させていただきたい。これ以

外に、広く市民の意見を聞くため、年代別や職業

別の懇談会を新たに設置したい。政策懇談会から

提案された意見は、すべて予算化されているとい

った議論がありますが、下部組織として、それぞ

れワーキンググループがあります。その中には各

部局の職員も入り、かなり議論をした上での提案

となっているので、結果的には提案されたものが

ほとんど予算に反映されていますが、その過程で

かなり議論しているということでご理解いただき

たいと思います。 

○委員（加藤喜三男） そういうことであればい

いのですが、会派にはそれぞれの思いがあり、会

派から要望もしています。会派の思いと市長の思

いが違うのはわかりますが、政策懇談会のワーキ

ンググループに職員が入っていると言いますが、

政策懇談会の提案は初年度は全部予算化されまし

た。私どもにしてみれば、政策に対する思いがあ

って提案しているにもかかわらず、要望への回答

は、実質的には、予算で対応しますというだけで

す。私どもが提案したものが本来の要望といえる

のではないかと思いますが、その点について、ど

うですか。 

○石川市長 政策懇談会については、当初の頃は

確かに提案を受け入れていた部分はありました

が、それ以降は取捨選択をし、実施しない事業も

あったと思います。議員の皆様からの会派の要望

も見せていただいており、実施可能なものについ

ては予算計上しておりますが、すべてでないのも

事実です。多くの方々から要望をいただいて内部

で議論し、いいものは実施する。時期が早いもの

などが後回しになるのはやむを得ないと思ってい

ますので、皆様からも多くご意見をいただき、採

用できるものは採用していきたいと思っていま

す。 

○委員（加藤喜三男） 今回の市長の施政方針に

もありましたように、スピード感が重要だと思い

ます。市長の思いも同じだと思いますが、検討す

る時間が長すぎると感じます。スピード感を持つ

という市長の思いが、職員に通じればいいのです

が、なかなか通じていないのが実情だと思いま

す。もう少し市長の指導力を発揮していただかな

いと、今と同じことを繰り返す気がします。その

点はどうですか。 

○石川市長 おっしゃるとおり、スピード感を持

って、早急に検討して実施しなければならないと

思っています。つきましては、今回から政策懇談

会を、年代別、職業別と幅広く窓口を広げていく

つもりですので、議員の皆様にも建設的なご意見
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を賜りたい。そして、議論をして、必要な事業を

予算化していきたいと思いますので、よろしくお

願いします。 

走る広告塔事業費 

○委員（田窪秀道） 本事業は、昨年度はバス２

台、本年度はトラック１台、バス２台の車両３台

に対するラッピング広告とお聞きしましたが、今

までの効果、今後の期待できる効果、これからも

ふやすつもりなのか、お聞きします。 

○岡田企画部次長（秘書広報課長） まずこれま

での効果ですが、これまで運輸観光課、別子銅山

文化遺産課を筆頭に、太鼓祭りや産業遺産等を全

国に向けてＰＲを行っており、当該事業に限定し

た効果を分析するのは大変難しいのですが、市全

体の広報活動の効果として、運輸観光課が県へ報

告している新居浜市への入り込み観光客推移によ

ると、近年着実に増加傾向になっており、平成

27年に県外から新居浜市へ訪れた人数は約68万

人、対前年比約２万人増となっています。また、

本市に興味を持っていただいた方の指標の一つと

なるホームページのトップページ閲覧数について

も、走る広告塔事業を開始した平成25年度以降

は、着実に増加傾向になっており、平成27年度は

約473万件のアクセスがあり、対前年度約90万件

の増となっています。また、ラッピングを施して

いるトラックやバス運転主の方から、たびたび熱

い視線を感じたり、停車中に興味深く質問をいた

だいたりすることがあるという声もお聞きしてい

ます。今回の予算は、トラック３台分を増便しよ

うとするものですが、今後の効果として、トラッ

クは、定期ルートを走るものではなく、荷主の注

文により全国を走り回ることから、３台分増便と

いうことになると、より多くの全国の方々に新居

浜市をアピールできるようになり、一人でも多く

の方に新居浜市に興味を持っていただき、より一

層の観光客の増加、ひいては新居浜市のイメージ

アップに寄与できるものと期待しています。 

 なお、今後のさらなる増便については、現場の

実績を確認しながら検討したいと思っています。 

○委員（藤田豊治） これは交流人口拡大に非常

にいい事業だと思います。ラッピングの耐用年数

だけお聞きします。 

○岡田企画部次長（秘書広報課長） 初めてのこ

とではっきりしたことはなかなか難しいですが、

業者によるとラッピングの耐用年数は、バス、長

距離トラックともに５年とのことです。 

 

  午前１１時００分休憩 

―――――――――― ◇ ―――――――――― 

  午前１１時０９分再開 

 

移住相談窓口設置事業費 

○委員（伊藤優子） 相談件数はどれぐらいと見

込んでいますか。 

○藤田地方創生推進室長 平成27年度から窓口を

設置していますが、平成27年度の相談件数は

14件、平成28年度の実績見込みは25件です。 

公共施設再配置計画策定事業費 

○委員（伊藤謙司） 再配置計画の対象の施設、

計画策定の委託先についてお尋ねします。 

○亀井総合政策課長 まず対象施設については、

新居浜市が保有する施設のうち、延べ床面積が

100平方メートル以上の施設であり、消防分団詰

所については100平方メートル未満も含みます。

年によって廃止や新設もありますが、現在192施

設が対象となっています。委託先については、パ

シフィックコンサルタンツ株式会社四国支社で、

平成29年度までの２カ年契約です。なお、計画

の整合性を保つため、立地適正化計画についても

同社と契約しています。 

○委員（伊藤謙司） 学校施設も対象に含まれて

いますか。 

○亀井総合政策課長 学校施設も対象です。 

○委員（伊藤謙司） 今、統廃合の話も出ていま

すので、それも含まれているのもいたし方ないか

なと思います。優先順位をつけていると思います

が、費用対効果あるいは建築年数、どちらを基準

にしていますか。 

○亀井総合政策課長 公共施設再配置計画につい

ては、まず、これから減少する人口や今後必要な

維持管理経費などを総合的に見て、面積をどのく

らいにするかというような目標値を決定していく

という計画です。例えば、学校施設が今10数か

所あるから、それを10にするというようなこと

ではなく、全体の必要な面積、棟数などをどの程

度を目標にすべきか、施設ごとの目標値を来年に

向けて定めていくというものです。学校の統廃合

については、今回の小学校の件もありましたが、

それと整合性を保ちながらも、公共施設再配置計

画では面積的なもので目標値を定めるというもの
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です。 

○委員（仙波憲一） 昨年お聞きしたときには、

現在建設している総合防災拠点施設は含まれてい

ないということでしたが、ほかにも政策がいろい

ろありますが、それらの管理との整合性の中で、

指標はどういうところにおいているのか。先ほど

学校の話をされましたが、例えば私が住んでいる

船木校区で人口が10％、20％減るとなると、学

校の面積は狭くてもいいという判断をされるの

か、それとも、通学の範囲を変更して対応すると

いうところまでこの計画の中で考えるのか。例え

ば体育施設、現在はばらばらにあるのをまとめた

ら管理コストが安くなるとか、そういうことを考

慮するのか、そのあたりの指標をどう考えている

のか、それと、他の政策との整合性はどうなって

いるのか、お答えください。 

○亀井総合政策課長 概要を申し上げると、平成

28年度は、現在保有している施設の分析、評

価、削減数値目標の試算、計画の基本方針の策定

までを行う予定です。平成29年度は、計画の具

体的な検討を行い、モデルプランの作成や、施設

類型別の管理に関する方針、ロードマップ、事業

計画の作成など、計画を最終的に策定する予定と

しています。そして、先ほど言われた総合防災拠

点施設について、昨年、本計画の対象とはしてい

ないと説明したということですが、現在、総合防

災拠点施設については、建設費や維持管理費につ

いてもおおむね今回提案させていただいており、

数字も出ますので、最終的には反映したものにし

たいと考えています。それと、学校施設等他の計

画との整合性については、来年度に具体的なモデ

ルプランや施設類型別の方針を出すので、その中

で、立地適正化計画がどういうものになっていく

のか、学校をこれからどういう方針で進めていく

のか等について、担当部局とも協議しながら、そ

れらについてもなるべく反映したものに近づけて

いきたいと思います。 

○委員（仙波憲一） ということは、今あるもの

がどれだけの量で、どうなのかということしかや

らないということですか。 

○亀井総合政策課長 今回の計画では、まずこれ

から40年間に必要な経費と、実際にかけること

ができる経費の差額を算出して、それに基づい

て、全体の計画目標をどれだけ削減する必要があ

るかという数値を今年度出す予定です。その数値

を達成するために、延べ床面積をどの程度削減す

る必要があるかということと、もう一つは、例え

ばＰＦＩやＰＰＰ、指定管理者制度を導入する等

事業の手法でどれだけ減らせるかというところか

ら全体の数値目標を定め、それに向けてどういう

ことができるかを担当部局と、先ほどの学校のこ

とも含めて、整合性を保ちながら目標達成に向け

た計画を作る予定としております。 

○委員（仙波憲一） ということは、この本庁舎

の隣に総合防災拠点施設が建設されるわけです

が、それを考えていなかったということは、例え

ば本庁舎の建てかえ等については考えてはいなか

ったということですか。 

○亀井総合政策課長 現在、各担当課において各

施設の維持管理費等のデータ入力を行っておりま

す。その中に今後40年間で耐用年数が経過する

施設については、それを新たに建設した場合の建

設費も入れて数値目標に反映するという形で、今

後40年間に対象施設として必要な数値と、新居

浜市が支出できる金額によって、全体の数値目標

を定めるという計画となっております。 

○委員（仙波憲一） 聞いているのは、実際に隣

に総合防災拠点施設を建設したら、この本庁舎は

あと40年間もつのか、もたないのか。仮にもた

ないとすれば、建てかえはどうすればいいかとい

うことが、この計画に入っているのかどうかとい

うことです。 

○亀井総合政策課長 今おっしゃったようなこと

までは、本計画には含まれておりません。 

○委員（仙波憲一） ということは、将来のこと

までは考えないということでしょうか。 

○亀井総合政策課長 今後40年間に、新居浜市

としてどれだけ、延べ床面積も含めて全体の公共

施設を減らす必要があるかという数値を検証して

出します。それに向けて、何をどういう形で減ら

していくかについて、各施設ごとにどういう計画

にしていくかということを、この計画全体の目標

を定めて、今後の計画に入っていくという流れと

なっています。 

○委員（仙波憲一） 来年度その計画を作る時点

で、例えば40年後までの新居浜市のほとんどの

政策は決まるということですか。 

○亀井総合政策課長 例えば、庁舎を建てかえる

のにどうかというような計算ではなく、この庁舎

が耐用年数を経過したときに、今の平米数で建て
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たとすればいくらかというような、これはその数

値を当てはめるだけにはなるのですが、そういう

形で、耐用年数が経過したものについては、同程

度の面積を維持して建てかえる場合の建設費用及

び今の各施設の維持管理費などを含めて、全体の

数値を出す。それと今後40年間でかけることが

できる１年間の費用と、これまでかけてきた費用

との差について、どういうふうにして数値目標を

達成するかというような計画となっています。 

○委員（加藤喜三男） 仙波委員がお話ししたよ

うに、個々に耐用年数があると思いますが、それ

を見ずに、この地域にこれだけのものが必要、こ

の地域にはこれだけが必要となったら、ちぐはぐ

になりませんか。例えば市民文化センターは、既

に耐用年数は経過しています。これを川西地区に

置く、上部地区に置く、となったら、そこで計画

しなければならない。そうなったら、課長が考え

ていることと、今聞いていることと違う気がする

が、どうでしょうか。 

○亀井総合政策課長 例えば、10年後に耐用年

数が経過する施設については、10年後に同じ平

米数で建てるのに必要な建設費を、それぞれ施設

ごとに計上して積み上げる形にはなっています。

ですので、今ある施設について、今後40年間に

かかる維持経費と、途中で耐用年数が経過するも

のについては、同じ面積のものを新たに建てる場

合の建設費用をそれぞれ算出して、全体の費用を

出し、今後支出できる費用との差を出して、それ

によって今年度数値目標を定めることになりま

す。耐用年数が経過するものを全く反映させてい

ないというものではありません。 

 

  午前１１時２６分休憩 

―――――――――― ◇ ―――――――――― 

  午前１１時２６分再開 

 

○原企画部長 公共施設再配置計画と名前がつい

ているため、誤解がある部分があります。まず、

やろうとしているのは、今持っている施設、その

残耐用年数が40年以内のものについては、実際

にやるかどうかは別にとして、建てかえを考える

ということですので、仙波委員さんが言われてい

た庁舎についても、建てかえることを考えます。

その上で、全体としてお金がこのくらいかかる、

そしてそれに使えるお金がこのくらいだから、将

来のことを考えると、もう少し縮減したりしない

といけないということを、この計画の中で考えて

いこうということです。従いまして、市民文化セ

ンターも当然入ってきます。ただ、建てかえる場

所をどこにするかということについては、次のス

テップとして考えます。多分、加藤委員さんも一

緒にできるというようなイメージをお持ちかと思

いますが、これはあくまでも総量として、これか

らのことを考えた時にどうするべきかということ

を定めていこうとしています。従いまして、個々

の、例えばご質問のありました市民文化センター

をどこに建てかえるのかといった詳細は、次のス

テップで考えていくという内容です。 

○委員（加藤喜三男） そうであれば、仙波委員

が質問したように、庁舎は40年先にはもうない

のはわかっている。隣の防災拠点施設は今年から

建設しますが、わざわざ３階と４階で建物をつな

ぐようにしています。連絡するのにいいと思って

してくれていますが、庁舎がなくなるのであれ

ば、この部分などいらなかったのではないです

か。ほかにもこのようなことがあるのではないか

と思って心配しています。その時になって考える

のでは遅いです。 

○原企画部長 庁舎を将来どこに持っていくかと

いうことを考えた上で総合防災拠点施設をつくる

べきではないかというのは、おっしゃるとおり

で、これは少し先の議論になるかもしれません

が、一団地の官公庁というふうな都市計画決定も

されておりますので、この周辺に市役所庁舎を置

くというのは、将来のまちづくりにおいても必要

だろうと思っております。ここを建てかえるとき

に、具体的になりますが、仮の庁舎をどこかに置

いて、ここを取り壊してここに建てるのか、ある

いは北側のところへ連携を持っていくかというよ

うなことについては、少し将来で考える必要があ

るとは思っています。いずれにしろ、総合防災拠

点施設との連携というのは考えるべきと判断して

います。 

○委員（篠原茂） 先日の２月議会で公共施設再

配置計画についてお尋ねしたのですが、私は計画

を全てコンサルに任せるのではなく、市民との対

話の中で進めていったらいいのではないかと言わ

せていただきました。施設を使っている人が一番

よく知っていますから、その人たちの同意を得

て、市民の同意を得て、進めていったらいいと思
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っています。ですから、全てをコンサルに任せる

のはどうかと思います。 

○原企画部長 私どもも、当然、全てコンサルに

任せるつもりはありません。行政が主導で、コン

サルは当然ながら技術的な専門性を持っています

ので、それをまとめていただき、市民との話は、

まずは行政側で目標を立てて、次のステップのと

ころで、今の配置の計画とかもあろうかと思いま

すが、そういうところは、実際使っている方と

色々話をして、具体的な話を進めるというふうな

計画で進めたいと思っていますので、市民とも話

を進めながらやっていく、まずは行政の方で責任

をもって目標をつくり上げるのを平成29年度ま

での作業として進めたいと思っています。 

○委員（太田嘉一） 公共施設という文言が入っ

ていますから、こちらは公共施設全部を対象に検

討すべきという意識がありますが、話を聞いてい

ると、公共施設の中でも、絶対に必要なものは別

枠で置いておいて、縮小可能な分だけを計画する

というふうに聞こえなくもないです。先ほど加藤

委員が言われた、全体を考えずに再配置計画がで

きるわけがないというのは、全くの正論だと思い

ます。ですから、名称を、別枠を設けての再配置

可能施設の再配置計画というふうに改めるべきで

はないかと考えますが、いかがでしょうか。 

○原企画部長 確かに公共施設再配置計画という

名前がついているため、言われるように、全てが

どこかに配置されるというふうなイメージがあろ

うかとは思います。全国の事例や国の考え方も参

考にしてこういう名前をつけていますが、いずれ

にしても、先進地においても、大きな目標を立て

て、個別の計画を個々につくっていくという流れ

です。計画名は既に契約もして、発注しておりま

すので、これで進めざるを得ないと思いますが、

そういう考え方です。 

○委員長（山本健十郎） この件については、中

身の問題もあろうかと思いますし、来年は整理し

てください。 

奨学金返済支援事業費 

○委員（藤田誠一） １人当たり年間20万円、そ

れを３年間で60万円、人数は50人と聞いておりま

す。その50人の受け付けの仕方、51人目はどうな

るのか、今現在の支援者人数、１年足らずでやめ

た場合にどうなるのか、年払いか月払いかをお伺

いいたします。 

○藤田地方創生推進室長 まず、１点目です。当

初予算では50人であり、予算枠を超えるような申

請があった場合には、補正予算で対応をしたいと

思います。 

 ２点目、今の申請者数ですが、20人の申し込み

があります。平成29年度の予算は50人というお話

をしましたが、これは３年間継続して支援を行い

ますので、ことしの20人は来年度もそのまま残り

ます。50人ですから、新規で来年度受け付けるの

は30人という内訳となります。 

 ３点目、途中でやめた場合ですが、これは３年

間という期限を設けておりまして、恐らく奨学金

を返済されている期間が10年ぐらいではないかと

思います。そのうちで３年間継続して行いますの

で、当初の申請時に、３年間継続して補助をしま

すとお話をするとともに、漏れがないように、来

年度、対象になりますので申請してくださいとい

うような通知も必要かと思っていますので、途中

でやめられる想定はしていません。 

 最後４点目、年払いか月払いかということです

が、これは１年間奨学金の返済をした後に、市か

らお支払いしますので、年払いになろうかと思い

ます。 

○委員（藤田誠一） やめた場合というのは、会

社をやめた場合です。例えば11カ月勤めてやめた

場合とか、そういった想定はないのですか。 

○藤田地方創生推進室長 イレギュラーなケース

かと思われます。要件では、市内に本社のある事

業所に１年以上継続して雇用されているという条

件がありますので、交付決定をした後に仕事をや

められると、一旦そこで中断ということになろう

かと思います。Ａという会社をやめて、即Ｂとい

う会社に勤められたとして、同じ中小企業の定義

に当てはまるのであれば、継続してカウントをし

てもいいだろうと思いますが、それは私の独断で

はお返事できませんが、原則的にはやめられると

一旦そこでリセットされると。ただし、また新し

く勤められた会社で１年間継続すれば対象になり

ますので、通常で３年間分は市から返済支援がで

きるということから言えば、１年間返済支援を受

けた後に転職されて、まだ２年間残っているので

あれば、それは大丈夫なのかなと思っております

が、検討材料として受けとめさせていただきま

す。 

お試し滞在推進費 



－10－ 

○委員（伊藤謙司） 何名程度を想定しているの

か、ターゲットとする人物はどういう方か、それ

と、告知が必要かと思いますので、告知の方法を

教えてください。 

○藤田地方創生推進室長 １点目、何名想定して

いるかということですが、一人でも多くの方に利

用していただいて、新居浜のことを好きになって

もらい、何とか本市への移住につなげたいという

思いを持って実施をしているものです。お試し滞

在の期間につきましては、最低１週間、最長１カ

月という設定をしていますので、１カ月の利用が

４人、その半分の２週間程度の利用が５人、合計

９人と想定しています。参考までに、平成28年度

の実績見込みは６人です。 

 ２点目、ターゲットとして想定しているのは、

市外、県外から、本市を含めた地方への移住を検

討している人です。 

 ３点目の告知方法ですが、市のホームページに

お試し移住サイトを掲載するほか、国が運営して

いる全国移住ナビ、県が運営しているｅ移住ネッ

トといったサイトと情報をリンクさせるととも

に、首都圏で開催される移住フェアに参加して、

積極的にＰＲを行うなど、告知に努めているとこ

ろです。 

ＣＣＲＣ導入推進費 

○委員（米谷和之） この事業については、余り

御存じない方が多いのではないかと思います。こ

とし実施計画を策定されるということですが、市

の柱になる事業であると思います。 

 そこで、実施計画の策定直前あたりのタイミン

グで、例えば文化センターなどで、市民の皆さん

においでいただいて、ＣＣＲＣについて市民大会

のようなものを開く必要もあるのではないかと思

いますが、いかがでしょうか。 

○藤田地方創生推進室長 市民周知という点です

が、ＣＣＲＣの基本構想案について、２月１日か

ら28日までパブリックコメントで市民の皆様から

御意見を頂戴するという機会を設けました。８人

から意見がありましたが、確かに市民の方に知っ

てもらうという意味では、何かしらの方法を考え

ないといけませんし、何よりもこの基本構想は、

これからのあるべき姿を目指してやっていきたい

というイメージですので、市民にきちんと説明を

するとなれば、具体的な事業計画とあわせてお話

しするタイミングでないと適当ではないのかなと

いう気はしますが、新居浜市に首都圏から移住し

ていただく方だけではなく、これまで新居浜市に

お住まいの方々にとっても、新しい働き方、生き

方、住み方といったものを提供できるような事業

として事業計画の策定に向けて取り組みますの

で、何らかの機会を設けて、市民への周知を図り

たいと考えています。 

シティブランド戦略推進事業費 

○委員（仙波憲一） 博報堂に委託されるそうで

すが、要素としてどういうものを売るためにお願

いをするのか、何を売るのかがよく見えてこない

のですが、どういうことをどういうふうに発信さ

れるのですか。 

○藤田地方創生推進室長 シティブランド戦略の

取り組みの狙いとしては、産品の販売促進、観光

客の誘致、定住の促進、地域活性化によるまちづ

くりという４つの分野があると理解しており、こ

れから進めようとしているシティブランド戦略の

第一義的な目的としては、市民の新居浜への愛着

と誇りを高め、これからも新居浜市に住み続けた

いと思ってもらい、市民が主役となって市と一緒

に未来の新しいまちづくりを行うことであると考

えていることから、地域活性化によるまちづくり

という認識でこれから取り組もうとしています。

まちづくりということになれば、新居浜市民に、

内向きということになりますが、それだけではシ

ティブランド戦略として十分でないと思いますの

で、外向けのシティプロモーション活動にも取り

組むことによって、新居浜市の知名度、認知度を

高めていきたい。そうすることによって新居浜市

が再評価され、今の新居浜市民がさらに愛着や誇

りを高めていくという好循環をつくり出すための

取り組みにしたいと考えています。 

○委員（仙波憲一） シティブランド研究所とい

うのがあって、私も質問したことがありますが、

愛媛県で唯一今治市が食品以外でランキングされ

ています。何を売るのか売らないのかという議論

をすると非常に難しいと思いますが、基本的には

町にあるものをどうやって発掘して、それを最終

的に、商品にするのか、食品にするのかは別とし

て、観光などに合致させていくということは多分

一緒だろうと思いますが、その基本的な、今新居

浜にある要素の何をどうするのかというのがなく

て、業者が何もないところからつくるのは非常に

難しいだろうと思いますが、委託するときに、町



平成29年３月８日（水曜日） 

－11－ 

としてのＰＲの指標をどういうものにするのかを

お伺いしています。 

○藤田地方創生推進室長 博報堂の取り組みとし

ては、外から第三者的にこういうものがあるとい

う見方もありますが、まずは新居浜市の中で、今

住んでいる方がどんな思いを持って何を大事にし

ているのかというところをくみ上げるという作業

をするために、市民アンケート調査や市民のワー

クショップなどを繰り返し行いました。今の段階

で、物としてこれだとお示しするものはないので

すが、そういった作業を繰り返す中でブランドの

考え方として、新居浜は「新しいをチカラにする

まち」であるというワードが出てきました。新居

浜の新居というのが新しい場所という言葉であり

ますし、元禄４年の別子銅山開抗以来いろいろ新

しいものを取り入れながら発展し続けてきた新居

浜の思いというものをまず押さえた上で、それを

目に見える形として、ブランドスローガン、言わ

ば旗印になるものとして、「Hello! NEW」という

言葉をつくり出しました。さらに、この言葉とセ

ットでロゴマークをつくりました。これは水色の

風船の形をしたマークで、風船ですから、高く昇

っていく、発展していく。また、水色という色合

いで、親しみやすい、さらには人がこれから新し

いものにチャレンジしていこうという気持ちを後

押ししてもらえるような、そういう意味合いを込

めてマークをつくりました。今年度の業務では、

「新しいをチカラにするまち新居浜」、「Hello!

 NEW」の旗印を掲げて、より多くの方に共感と理

解をいただいて、それをもとに、これから20年、

30年先を見据えて、どういう新しいまちづくりが

できるのかということを、市民を巻き込みなが

ら、実施計画にもとづく新たな取り組みを平成

29年度から進めたいと考えていますので、その中

で仙波委員さんがおっしゃったような、物である

とか何か一つに収れんされるようなプロセスを踏

んでいく取り組みにしたいと考えています。 

○委員（仙波憲一） 今までのことはある意味全

部捨てる、それから新しいものにチャレンジして

いくということを町のコンセプトとして考えてつ

くるのだろうと思いますが、ただ、皆さんが求め

ているものは、やはりわかりやすいものになるん

だろうと思いますので、観光であったり、物産で

あったり、そういうものについてなるべく早い段

階でお示しできるように進めていただきたい。風

船が空中で割れて終わったということにならない

ようにしていただきたいと思いますが、その点は

よろしいでしょうか。 

○藤田地方創生推進室長 仙波委員さんがおっし

ゃられたことを肝に銘じながら、来年度からの実

施計画の執行に努めたいと思っています。 

○委員（高塚広義） 近隣の市町村ですでに行っ

ているところがあれば紹介していただきたいの

と、平成30年度以降の取り組み計画があれば教

えていただきたいと思います。 

○藤田地方創生推進室長 近隣での取り組み状況

は、私が知る限りでは、松山市が４年前にシティ

ブランド戦略に取り組み、さらに市役所の中に専

門の課所を置き、積極的に取り組んでいるという

事例があります。松山市の、新居浜市でいう「He

llo! NEW」にかわるものとしては、「いい、加

減。松山」という言葉がブランド戦略の中で打ち

出されたとお伺いしています。松山市都市ブラン

ド戦略が策定されたのは、平成25年３月です。ま

た、平成30年度以降の取り組みについては、まず

平成29年度は市民の共感と理解を得ようというこ

とで、まずは市長が宣言して、それを市民の方に

浸透させていくという取り組みをする。２年目の

平成30年度は、市民とともに動く、動かすという

ことをキーワードとして、理解していただいた市

民の方に、具体的なアクションとして何らかの活

動につながるような取り組みにつなげていく。３

年目の平成31年度は、市民が動いた結果、また行

政としてもいろいろプロモーション活動を行った

結果、市民とともにブランドを形にするというと

ころまで持っていきたいという実施計画です。来

年度は市制施行80周年でもありますので、より多

くの方に知っていただく上では非常にいいタイミ

ングではないかと考えています。 

○委員（米谷和之） ロゴマークを今からどう活

用していくかということですが、市民の皆さんや

企業の方にいろいろ使っていただくことが目的で

はないと思います。それは手段であって、目標と

しているのは、新居浜市のイメージアップをどう

図るのかということであり、これが成功したかど

うかの目安となる数値をどのように想定して今か

ら活動していくのか、お伺いします。 

○藤田地方創生推進室長 シティブランド戦略に

おける目標指標、ＫＰＩでお答えします。そもそ

もシティブランドの確立については、まずは市民
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の満足度、市に対する好意度を高める、市外向け

には、市の魅力を高めるという２つの視点があろ

うかと考えています。ＫＰＩとしては、内向けに

は、市民の好意度、あるいは新居浜市への誇りと

いった数値を高めたい。これについては、今年度

行った市民アンケート調査で数値を把握していま

す。参考までに申し上げると、特に市外からの転

入者の数値が低かった。市外から来られた方に満

足していただくことによって、今いらっしゃる市

民の満足度も高まるだろうということで、市外か

らの転入者の好意度、誇り度を高めようというこ

とを考えています。参考までに、今年度の調査結

果では、市外からの転入者の好意度が76％、誇り

度が56％ということで、これについて３年後の平

成31年度の目標は好意度を80％、誇り度を60％と

設定しています。市外の目標数値は、地域ブラン

ド調査という全国的に行っている調査があり、そ

の中の魅力度については、平成28年度で新居浜市

が1,000自治体中558位です。これを平成31年度に

200位を目標に設定して、取り組みを進めたいと

考えています。 

 

  午後 ０時０２分休憩 

―――――――――― ◇ ―――――――――― 

  午後 ０時５８分再開 

 

新居浜情報定期便事業費 

○委員（伊藤謙司） 大学生になる方を対象と考

えているみたいですが、高校を出てどこの大学に

行ったとか、就職したとか、高校からの情報提供

は受けられるのですか。 

 また、この情報の伝達方法は、インターネット

か、個々にＤＭを送るのか、お尋ねします。 

○藤田地方創生推進室長 高校からの情報提供に

ついては、個人情報になりますので、いただくこ

とはありません。高校卒業時にコンタクトをとっ

ておく必要がありますので、この３月に市内の５

高校にはチラシ等を配布して、新居浜情報定期便

事業に登録していただくように依頼をしたところ

です。また、４月号の市政だよりにも掲載をする

ことで、御家族の方に、情報定期便事業に登録を

していただけるような取り組みを考えています。 

 もう一点、情報の伝達方法は、今日ではツール

としてＳＮＳが主流ですが、一過性で終わらない

ように、あえてふるさとの温かさや郷愁といった

ものを実感してもらえるよう、紙媒体による情報

伝達方法としています。 

○委員（伊藤謙司） 紙媒体というと、３月にチ

ラシをお配りして、その後はどのようにして追跡

するのですか。 

○藤田地方創生推進室長 チラシを配布して、登

録をしていただいた方に、にいはま倶楽部の方に

いろいろと情報提供を行っているのと同様な形

で、大体２カ月に１回程度、新居浜からの情報を

郵送することを考えています。 

○委員（高塚広義） 郵送ということで、インタ

ーネットと比べてどのような効果を期待されてい

るのかということと、高校生など何名程度を想定

されているのか、教えてください。 

○藤田地方創生推進室長 紙媒体は結構アナログ

なやり方ではありますが、目先を変えて実際に手

にとって見ていただく、スマホなどの小さい画面

ではなくて、現物そのもので見ていただくことに

よって、我々の思いも伝わるのではないかと期待

をしています。 

 それから、人数については、大体１学年が

1,000人ぐらいかと思いますが、予算上はその半

数、500名程度の登録を見込んでいます。 

市制80周年記念冊子作成配布事業費 

○委員（加藤喜三男） 70周年のときに礎、誇、

心という３部作をつくったと思いますが、今回は

どのようなものを予定されているのか。 

 それと、先ほどのシティブランド戦略をどのよ

うに取り入れるのかをお聞かせください。 

○藤田地方創生推進室長 まず、具体的な取り組

み内容についてですが、市制施行70周年の際に作

成した３部作とは手法と視点を変えて、より多く

の市民に親しみを持って受け入れられるように、

新居浜の80年の歴史を踏まえ、後世に残したいあ

るいは次世代に伝えたい人物、風景といった情報

を、フリーマガジンのような手軽なスタイルでま

とめたものを全戸配布することを考えています。 

 そのため、記念冊子については、装丁は70周年

の３部作と比べると簡易なものになろうかと思い

ます。次に、シティブランド戦略との関わりです

が、80周年のタイミングで本市のよさを再認識し

てもらい、郷土愛の醸成を育むきっかけとすると

いうことはもちろんですが、本年度に策定するシ

ティブランド戦略と連動させることで、より多く

の方、特にシティブランド戦略は若いお母さんを
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ターゲットにしていますので、そういった方々の

目に触れるような、心に届くようなものにするこ

とで、積極的に周知を図っていくとともに、さら

には移住促進に向けた新たなプロモーションツー

ル、先ほど移住フェアの話もあったかと思います

が、私どももそれに出向いていって、広く新居浜

をＰＲすることにより、さらに事業効果を高めて

いきたいというふうに考えています。 

○委員（大條雅久） シティプロモーションにも

活用ということでしたが、何部印刷される予定で

すか。 

○藤田地方創生推進室長 全戸配布ですので、世

帯数でいうと５万、プラスアルファで約６万部と

いう数字になると考えています。 

○委員（大條雅久） これは結構全国的にされて

いて、たしか神奈川県では自分の町だけじゃなく

て、ほかの町にも配布をしたということで、町同

士で争いになったのも聞いていますが、自分の町

を売り込むという意味合いで、新居浜市民にも伝

えるけども、移住を考えている方、帰ってきそう

な方に配るということですので、きちんと活用し

ていただきたいのと、少なくとも１年やそこらは

足らなくならないように準備をと思っています

が、改めて大丈夫ですか。 

○藤田地方創生推進室長 あれもこれもしたいと

いう希望はあるんですが、決められた予算の中に

おいてプロポーザル審査で業者を決定することに

なりますので、その中で最大限効果的な活用がで

きる方法について模索したいと思います。 

市制80周年記念映画制作事業費 

○委員（藤田誠一） 全国公開を考えているとい

うことですが、映画１本が2,400万円でできるの

か疑問ですので、内訳などがありましたら教えて

ください。そして、映画となれば、色々と新居浜

を代表する歌とかを作ってもらって、イメージソ

ングといったことも考えられるが、映画の挿入歌

や主題歌などの観点は含まれているのかどうか、

それから、実行委員会の中に市の職員の方がい

て、今後の要望について、太鼓祭りや別子山など

が映画の中に入るのか、どんな物語なのか、そう

いうことが分かっていれば教えてください。 

○岡田企画部次長（秘書広報課長） 今回の予算

案2,400万円の内訳ですが、映画製作を通じて新

居浜市の魅力を発信することなどを目的として、

協賛金の募集活動を行う実行委員会に対する負担

金として2,000万円、それと新居浜市のイメージ

ソングを製作し、主題歌にする等の負担金400万

円を合わせた2,400万円です。まず2,000万円につ

いてですが、映画製作には多額のお金がかかり、

例えば昨年公開された宇和島市の、海すずめとい

う映画は、製作費8,500万円で宇和島市の負担金

が2,200万円だったそうです。内訳については、

2月21日に実行委員会が発足したところですが、

最低の目標として事業費6,000万円で、市からの

負担金2,000万円、そして市内各企業等に募集す

る協賛金3,000万円、出資金等1,000万円等々で

す。それから400万円についてですが、イメージ

ソングの製作及びその歌について、今後行政が自

由に使える使用料を想定しており、映画の中だけ

でなく映画上映完了後も、行政が市内イベントや

小中学校の運動会などで、著作権料を一切払わず

自由に使える使用料のような費用を想定していま

す。それから、主題歌については、実行委員会側

に対して、新居浜市にゆかりのある方を強く要望

しており、映画については新居浜市の魅力を最大

限にアピールできるように、自然、伝統文化、産

業遺産などの活用と、出演者についても新居浜市

にゆかりのある方、メインキャストについてはゆ

かりのある方でなくても著名な方々にお願いした

いというようなことを要望しており、実行委員会

に対しても、秘書広報課、運輸観光課、別子銅山

文化遺産課等市役所を挙げて全力で支援したいと

考えています。 

○委員（豊田康志） この事業を通じて、どうい

った形で市政に反映をしていくのかという点と、

成果指標について、何をゴールとして評価するの

か、という２点の説明をお願いします。 

○岡田企画部次長（秘書広報課長） 映画製作に

多額の負担金を出す目的は、新居浜市のイメージ

アップ、観光交流人口や移住・定住人口の増加な

どですが、映画上映後、最も早い段階で具体的、

客観的な評価ができる指標としては、全国での映

画の上映圏域とか鑑賞者数ではないかと考えてい

ます。実行委員会に伺うと、上映については現在

のところ四国を初め、東京、大阪、京都、神戸、

名古屋、広島、岡山など全国２０県程度の地域で

上映を予定しており、映画館での鑑賞者数につい

ては、昨年の宇和島市の海すずめが２万4,000人

だったそうなので、それを上回る3万人以上を、

また映画館での上映後、テレビやＤＶＤ、機内上
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映など最終的には５万人を超える鑑賞者数を目指

したいと考えています。また、放映後においては

観光交流人口の増加が具体的な効果測定の主な指

標だと思いますので、観光部門などと協議しなが

ら、例えばロケ地となった場所のロケ地マップ

や、ロケ地をめぐるマップなどとして整備するな

ど、積極的に映画の有効活用を図っていきたいと

考えています。 

○委員（豊田康志） 収入が不足した場合、市と

して追加して補助するのかどうか教えてくださ

い。 

○岡田企画部次長（秘書広報課長） 負担金は、

義務や責任の程度に応じて、反対給付を受けない

で相手方に出す給付金と定義されており、この事

業については、新居浜市としては観光交流人口の

増加やイメージアップ等の一定の利益を受けるこ

とに対して2,000万円を支出するものであり、追

加の支出については原則としてないものと考えて

います。 

○委員（伊藤謙司） 映画というものはそれだけ

は回収できないというのが基本であり、その後に

テレビ放映とかをして、そこでスポンサーを募っ

てとんとんになるというのがほとんどなので、も

ちろんこれが黒字になるわけはないが、この作品

は基本的には著作権フリーでこちらにいただける

んですよね。その辺を先に教えてください。 

○岡田企画部次長（秘書広報課長） 実行委員会

としてやりますので、行政が著作権を持つもので

はありません。 

○委員（伊藤謙司） 黒字になるわけはないの

で、できたら今はネット配信が結構あるので、ネ

ット配信するようなことを委員会の方にお願いし

てほしい。これは、ローカルな話なので見る方が

限られてくるものですから。ネットでフリーで流

すというのも考えられていますか。 

○岡田企画部次長（秘書広報課長） 実行委員会

はまだ１回会議を行ったばかりなので、そういう

議論は特になかったのですが、今の質問の趣旨を

踏まえて今後積極的に考えていきたいと思いま

す。 

○委員（真木増次郎） 影響力を考えるとテレビ

放映化、できれば地上波とか、そういった取り組

みは考えられていますか。 

○岡田企画部次長（秘書広報課長） テレビ放映

については考えているということで認識していま

す。テレビ放映も含めた上で鑑賞者数を増やした

いと考えています。 

○委員（真木増次郎） テレビ放映に至るまでの

プロセス、ノウハウはあるのですか。それが心配

です。 

○岡田企画部次長（秘書広報課長） 実行委員の

中に各種団体やハートネットワークが入ってお

り、どれだけノウハウがあるのは未知数で、私自

身は確認していませんが、そういったことも含め

て今後研究していきたいと思っています。 

○委員（米谷和之） 昨年、宇和島が映画をつく

っているというのをニュースなどで見ましたが、

その後、新居浜近辺や松山等でも大きな話題にな

ったという話は残念ながら聞いていません。

2,400万円を投入してそれだけの成果があるのか

が心配なのですが、例えば皆さんに見ていただく

方法としては、いわゆるご当地映画ですので、実

行委員会が中心となってたくさんの市民の方にエ

キストラ等で出てもらい、市内のあちらこちらで

撮影していたよ、完成したら見ようねと、東京に

行っている子供にも言ってやらないと、というよ

うなことが皆さんに広く映画を見てもらう一つの

算段であると思うし、そういう過程があってこそ

新居浜市の記念事業という位置づけになろうかと

思います。そういうことを踏まえた上で、例えば

この映画をどういう方に、どういうふうに見てい

ただきたいのか、どういう所にターゲットを絞っ

ているのか、それによって実行員会の構成等も変

わってくると思うのですが、市のお考えはいかが

でしょうか。 

○岡田企画部次長（秘書広報課長） ターゲット

は絞っていないのですが、新居浜市の魅力を積極

的に全国にアピールしたいということで、各種

80周年記念事業全てですが、決して一過性のもの

とせず、市民の皆さんに新居浜市のよさを再認識

していただき、新居浜市の魅力を全国に向けて発

信することを目標としており、先ほどご指摘いた

だいたとおり、例えば主要なキャストのロケ地や

撮影日時などを積極的に情報提供し、出演いただ

くエキストラなどについても、市民オーディショ

ンなどで多くの市民の参加を求めたりと、製作段

階から市民を挙げてふるさと映画を盛り上げてい

く、一大イベント的な働きかけを模索しており、

それによって市民の皆さんに新居浜市の魅力を再

発見いただき、映画の公開後もロケ地マップの整



平成29年３月８日（水曜日） 

－15－ 

備とかＤＶＤ化、テレビ等にて全国に広くアピー

ルしていきたいと考えています。それから実行委

員のメンバーについてですが、実行委員会につい

ては市内の各種団体等で概ね決まっており、今後

も追加があるかもしれませんが、新居浜市として

は観光部門、別子銅山産業遺産部門、また舞台と

なる関連施設の部署等、市役所を挙げて積極的に

参画、連携して魅力を最大限にアピールしたいと

考えています。 

○委員（米谷和之） この映画についても新居浜

の魅力を発信するというのはもちろんですが、総

花的に新居浜にある色々な物を、全て入れ込む、

見てもらうのは誰でもいいとなると、結局、総花

的になってインパクトの薄いものになってしまう

という気がします。それを大変心配するのです

が、魅力発信というテーマは当たり前ですが、

80周年を迎えてこういう所を市としてはプッシュ

していく、当然実行委員会がつくるわけですか

ら、金を出すからといって全て市の意向通りにや

れということではありませんが、どこをターゲッ

トにするのか、どういう所で活用するのか、とい

うものくらいなければ、2,400万円は中々支出で

きないと思いますが、いかがでしょうか。 

○岡田企画部次長（秘書広報課長） 実行委員会

の中で要請しているのは、太鼓祭りや別子銅山は

撮影の中で配慮していただくことで、若者の初々

しさとかパワー、そして家族や市民の絆が感じら

れる青春映画的なものを検討しているとのことで

す。 

○委員（米谷和之） そうであれば、実行員会に

は若い人たちの参加は絶対必須だと思うのです

が、そういう所は実行委員会の皆さんと話し合い

などはされているのですか。 

○岡田企画部次長（秘書広報課長） 先日発足の

会があったところで、実行委員会の協議自体は今

後頻繁に行っていくことになると思いますが、今

後、実行委員会の中で話し合いを十分にしていき

たいと思います。 

市制80周年記念式典開催事業費 

○委員（加藤喜三男） この中で記念植樹するよ

うだが、何を計画しているんでしょうか。 

○秦野企画部次長（別子銅山文化遺産課長） 記

念植樹の内容についてですが、口屋の松は別子銅

山の図巻にも描かれ、別子銅山の歴史を見てきた

松です。現在、住友林業のクローン技術研究所の

社会貢献の一環として、そのクローン松が筑波の

研究所にある東日本大震災の奇跡の一本松と同じ

苗畑で育っていると聞いています。現在１メート

ル程度に成長しているとお聞きしていますが、市

制80周年の節目に当たり、これを記念植樹し、後

世に別子銅山の歴史とともに伝承していきたいと

考えています。植樹場所は市役所、昭和12年の市

制施行当時に市役所として口屋跡公民館が使われ

ていたことから地元の口屋跡公民館、観光客に歴

史的な松だということ等を情報発信するためにマ

イントピアを予定しています。。 

○委員（加藤喜三男） 住友林業のといったら、

あかがねミュージアムの前の桜もそうだったと思

います。いただいた割には、粗末に扱っている。

桜の掲示板、あれを見て皆さんどう思いますか。

知らない人のほうが多いと思います。だから、こ

の松はこういう松ですというちゃんとした掲示を

しなければ、無用の長物になってしまう。これは

こういうものだとちゃんとわかる説明もしないと

いけないし、柵も必要ならきれいにつくらないと

いけない。くれる側も、よかった、こういうふう

にしてくれていると、こちらも、こういうふうに

していますよ、とお互いにわかるようにしない

と、今後そういうことが少なくなってくる気がし

ます。今回植樹する３カ所というのは、皆さんで

決めるのだろうが、あかがねミュージアムにしだ

れ桜があるんだったら、その反対側にでも植える

ことを考えるようなこともしないといけないよう

な気がしますが、その辺はどうですか。 

○秦野企画部次長（別子銅山文化遺産課長） 加

藤委員さんの御指摘のとおりで、歴史的経過、松

が持つ意味合い、そういった解説板はしっかりと

明示したいと思います。 

 あと、あかがねミュージアムにある醍醐の桜の

ことだと思うんですが、それに相対する場所への

植樹についても、あかがねミュージアムと協議し

て考えてみたいと思います。 

端出場水力発電所整備事業 

○委員（田窪秀道） 発電所の建屋内の１階、２

階のレイアウト並びに活用をどのように考えられ

ているのか、また、これは歴史的建造物ですが、

特筆すべき目玉となるどんなものを考えています

か。 

○秦野企画部次長（別子銅山文化遺産課長） １

点目、活用方法については、発電所の文化財的価
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値を保存しながら、その歴史的意義と発電所が果

たしてきた役割を公開しようと考えています。特

に、１階と２階の展示場所においては、古い発電

所の写真、これは住友史料館や住友共同電力に御

協力を願って写真を展示したり、歴史的意義のパ

ネルを展示したり、それと吉野川水系からの水を

利用して発電していた、水路システムの構成を展

示する予定です。市役所のロビーに展示していた

住友共同電力から寄贈されたジオラマや解説パネ

ルについても展示する予定です。 

 ２点目、活用における目玉についてですが、発

電所の地下部分には、発電に利用した水路の排水

路や空洞があります。排水路については、調査の

結果、人が入ることが可能なため公開する予定

で、ぺルトン水車の現物を当時のまま下から見る

ことができます。住友共同電力のＯＢからも、非

常に価値のあることだというお言葉をいただいて

いますので、これが一つの目玉になろうかと考え

ています。 

○委員（加藤喜三男） 地方創生特別委員会でも

見せてもらったが、展示するときには皆さんに来

てもらう道路もつくらないといけない。かなり難

しいとは思いますが、特別委員会で出たようなこ

とはできるだけ取り入れてやってもらうのと、今

あそこにあるものを大事に使う、今つくろうと思

ってもあの発電機はできません。だから、そうい

う価値のあるものだというのを皆さんにわかって

もらうような説明文を入れてほしいし、今はもう

50ヘルツか60ヘルツで、30ヘルツはないです。今

までよくもってくれたと思います。それを大事に

使わせてもらうという意味で、そういう配慮はし

てもらわないといけないが、皆さんわかっていま

すか。 

○秦野企画部次長（別子銅山文化遺産課長） 設

備機器については明治45年のシーメンス社の発電

機ですので、これを現状のまま保存する。周波数

変換器についても、発電所の歴史的経過、別子銅

山の近代化の歩みを物語るもので、そのまま保存

していきたいと考えています。 

 平成23年７月に登録有形文化財に指定された関

係から、そういった文化財的な価値を保存して、

端出場地区の重要な施設であるマイントピアの観

光と端出場水力発電所の歴史的な価値、この相乗

効果が出るような保存活用をしたいと考えていま

す。 

損害賠償金 

○委員（高塚広義） 損害賠償費1,235万円の内

訳、過去に支払った賠償金の内容と金額、予算が

足りなくなった場合はあったのか、賠償金が予算

額を上回るような場合はどうしますか。 

○佐古総務課長 まず、平成29年度予算の内訳

は、保険料が235万円、賠償額が1,000万円、合計

1,235万円です。保険料は、人口１人当たり

19.23円であり、基準付の住民基本台帳上の人口

総数の平均値にこの19.23円を掛けた金額を保険

料として計算しています。 

次に、過去に支払った賠償金の内容とその金額

については、平成25年度は13件、136万3,797円、

平成26年度は11件、167万9,061円、平成27年度は

４件、218万1,722円、平成28年度は、現在のとこ

ろ８件で318万9,940円です。主な内容としては、

まず道路施設の管理瑕疵によるものが８件。具体

的には排水ますの鉄ぶたによる車両損傷事故、道

路側溝のグレーチングによる車両損傷事故、落石

事故、道路の沈下事故等です。各種施設の操作作

業の瑕疵によるものが３件、公用車の交通事故が

９件。主に車両の後退時に起こしたものです。渡

海船の着岸時に起こした事故が３件。樋門の管理

瑕疵による事故が１件、これは樋門が閉まってな

かったために海水が流入して、農作物に塩害が起

こったという事故です。その他、市が主催、共催

する行事における負傷事故が８件ありました。 

 最後に、当初予算額に対して賠償額が上回った

年度はこれまでなかったと思われます。また、賠

償額が予算額を上回る場合は、補正予算での対応

が必要になりますが、そのようなことのないよ

う、職員一同注意をして努めます。 

○委員（高塚広義） 賠償金の支払い原因には、

職員による交通事故が毎年のようにありますが、

職員の事故防止対策は、庁内でどのようにされて

いますか。 

○佐古総務課長 職員の交通事故による損害賠償

については、これまで何度か御指摘、御質問をい

ただいており、交通事故の抑制に全庁的に取り組

んでいるところで、日常の安全運転はもちろんの

こと、交通ルールの遵守、交通事故の減少に全庁

的に取り組むよう、職員一同努めています。 

○委員（大條雅久） 1,000万円の設定を超える

ような損害賠償が起きるのは、あってはならない

ことというのはごもっともですし、同感ですが、
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235万円の共済の掛金に対して賠償額が査定され

るから、死亡事故が起きれば、1,000万円は優に

超えるかもしれないのは自明のことで、１億円で

あろうと、２億円であろうと共済から認定を受け

た賠償額が出るわけですよね。これはもちろん議

会に報告もしていただかないといけないが、損害

賠償というのは、承認する、しないではない。相

手のあることですし、その辺の説明がつながって

なかったように思うので、確認させていただけま

すか。 

○佐古総務課長 死亡事故は、今まで起こってな

かったので、そういう報告はしなかったのです

が、起こった場合には、現在加入している保険の

範囲内で査定により支払うことになります。保険

金の支払い金額は、現在、１名につき２億円、１

事故に対して20億円という範囲が設定されていま

す。 

電子入札推進費 

○委員（加藤喜三男） 電子入札を開始してもう

大分たちますが、件数がどのように推移している

のか、教えていただきたいと思います。 

○曽我部総務部総括次長（契約課長） 平成22年

10月から電子入札を開始し、このときはＡＳＰ方

式、新居浜市単独でインターネット経由でのソフ

トをレンタルするような形式でした。初年度の平

成22年度は、年度途中ということもあり、23件。

このときの工事入札件数が624件ですから、わず

か3.7％でした。その後、平成23年度、平成24年

度は大体10％程度で推移し、平成25年度は10月か

ら電子入札の施行対象の範囲を設計金額1,000万

円超に拡大したため、125件。工事入札件数は

420件で、率としては29.8％、約３割に上がりま

した。翌平成26年度は127件。総件数が409件です

ので、率は31.1％です。そして、平成27年10月か

らは、単独方式からえひめ電子入札共同方式にシ

ステムを変えて、平成27年度は119件。このとき

の総件数が368件で、率としては32.3％。そして

今年度はほぼ終了していますが、直近の入札終了

時点である３月６日までの実績を申し上げると、

151件。総件数が383件で、率としては39.4％、約

４割まで上がってきています。 

○委員（加藤喜三男） 大分上がっているようで

すが、どのぐらいまで行く予定ですか。 

○曽我部総務部総括次長（契約課長） 今後の 

見込みですが、平成29年度当初から入札の施行対

象を設計金額500万円を超えるものにさらに拡大

します。加えて、今まで手をつけていなかった工

事に直接関係する業務委託についても同じように

扱うということで、500万円を超えるものを対象

とします。過去の実績からの見込みですが、工事

に関しては恐らく６割から７割、業務委託に関し

ても平成29年度中には３割ぐらいには上がろうか

と思います。長期総合計画で平成32年度までの完

全実施を目指していますので、これに向けて努力

していきたいと考えています。 

債権管理対策費 

○委員（大條雅久） どういう経緯で担当課から

債権管理室に移管されるのかという点を御説明い

ただいたらと思いますが、例えば今回の議会で、

市営住宅明渡等請求対象者ということで４人の報

告がありましたが、滞納月数が１年１カ月の方か

ら２年３カ月の方まで、滞納家賃も９万5,000円

から44万8,000円までと非常に幅があります。家

賃のほかに共益費や水道料金はどうなっているか

お聞きしたら、把握が十分できていない。同じ方

に対する債権でも、家賃は家賃、共益費は共益

費、もしくは水道料金は水道料金という形でばら

ばらの管理になっていますが、それをそろえると

いいますか、滞納の月数でそろえるのか、金額で

そろえるのか、そういったマニュアルはあるんで

しょうか。 

○鴻上債権管理対策室長 室に移管されるまでの

事務としては、昨年度までは強制徴収公債権につ

いては、事前にヒアリングを行い、悪質性の高い

ものを引き受けていました。 

 今年度からは、非強制徴収公債権と私債権につ

いて、訴訟目的での移管を引き受けております。 

 市営住宅の明け渡し訴訟については、私どもは

タッチしていませんが、ヒアリング等で把握して

いることをお答えします。 

 まず、明け渡し訴訟の流れですが、新居浜市市

営住宅家賃滞納整理事務処理要綱に基づいて納付

指導を行っています。まず、納期限に納付がない

ときは督促状をおおむね20日以内に送付します。

滞納月数が三月になると催告書を送付します。滞

納月数が六月から九月を超えると、厳しい文書で

の催告となり、その後に保証人に請求する流れと

なっています。催告書によって相談があった場合

は、滞納者や保証人との支払いについての面談と

いうことになります。それを行った後、誠意がな
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い場合や未納の場合は、法的措置の予告催告を行

うということです。それから、法的措置、予告催

告でさらに未納の場合は弁護士に訴訟の委任をし

ます。 

 マニュアルについては、先ほど申しました滞納

整理事務処理要綱を基本として納付指導を行って

います。 

 共益費について、これは水道料金ですが、担当

課に聞き取りを行ったところ、直圧の場合、大生

院や篠場の平家タイプの市営住宅の場合は、水道

料金として水道局が徴収しています。これは、給

水停止の対象となり、滞納四月で給水停止となり

ます。高層タイプ、いわゆるマンション・アパー

トタイプの共益費については、下水道が通ってい

るところは下水道と同時徴収しています。集金は

管工事組合に共益費として徴収の委託をしていま

す。各戸にメーターがついていますが、給水停止

する規定がないので給水停止はしていないという

ことです。 

 それから、過去には共益費については、明け渡

し訴訟のときに請求していないということでした

ので、共益費も同時に請求するように今年度から

助言をしました。 

○委員（大條雅久） おおむね基準はあるかとは

思いますが、気になるのは、悪質の判定です。悪

質の判定に関しても、数値換算していかなけれ

ば、窓口の担当者を個人的に悩ませることになる

のではないかという心配があります。私自身は厳

しくするという趣旨ではなく、公平にするという

趣旨でマニュアルということをお聞きしていま

す。一昨年来、私的債権を最終的に処分する、

10年、20年、それどころか昭和の時代の滞納まで

帳簿に残っているのは合理的でないので、一括で

落としていった中で気がついたことです。払う意

思は示すけれども、結果として５年、６年で

200万円を超えるような水道料金の滞納がそのま

ま残っていたりしたので、その反省として、窓口

での対応は、この人は払おうと思っているから悪

質ではないというのではなく、基準はどなたがし

ても同じようにしていかないといけないと思いま

す。今回の４件の事例でも、１年から２年を超え

る事例までばらつきが出てくるというのは、ちょ

っと不思議なものですからお伺いしました。個別

の事例は担当課にも順次お聞きしていきますが、

総合でお考えがありましたらお答えください。 

○鴻上債権管理対策室長 市営住宅の家賃、共益

費に限らず、私債権の回収については、非常に苦

慮しています。強制徴収債権については、滞納整

理マニュアルを平成24年１月に策定して、各担当

に配布して運用しています。その私債権版を作成

する意思はありますが、債権種類が多岐にわたる

こと、また訴訟の経験がないため、策定には至っ

ていませんが、来年度私債権の訴訟を行う予定で

すので、その経験を踏まえた形で私債権マニュア

ルを策定したいと考えています。 

○委員（岩本和強） 先ほど最終訴訟に至るまで

の手順を言っていただいたのですが、保証人への

連絡を６カ月目とおっしゃっていたんですが、こ

れをもっと早く、例えば３カ月も滞納すれば、保

証人に連絡するほうがいいのではないかと思いま

す。保証人にも本当に迷惑な話なので、早目にし

てあげられないかということが１点と、共益費に

ついては、ことしから訴訟の時に家賃滞納と一緒

にするようになったのはよかったと思うんです

が、高層の市営住宅に限ってこういうのがあるみ

たいですが、これは個別にバルブがあって、その

部屋だけをとめようとすればとめられるはずです

が、悪質なところはそういう措置もとるようにし

ないと、建築住宅課が水道代をいつも立てかえ

て、水道局は丸々水道代をもらうけれど、住んで

る人からもらえないという話になって、給水停止

みたいなことを、もしお答えいただけたらお願い

します。 

○鴻上債権管理対策室長 まず、第１点目、保証

人への通知ですが、滞納月数三月、ここからスタ

ートしますので、督促を除けば本人と同じタイミ

ングで、保証人にも同時期に伝わると考えていま

す。保証人については、滞納した債務者と同等扱

いと考えています。 

 それから、共益費についての主に給水停止のこ

とだと思いますが、高層タイプの場合、個別メー

ターはついていますが、担当課の裁量で給水停止

する規定がないため実施に至っていないと聞いて

います。 

財産管理費 

○委員（三浦康司） 敷地借地料になっています

が、借地面積は幾らでしょうか。 

 それと、予算額が前年度に比べて41万8,000円

ふえていますが、借地料金が上がったのか、それ

とも新たに借地をしたのかお知らせください。 
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○菅管財課長 まず１点目、借地面積は今数字を

持ち合わせておりません。 

 それと、ことしの借地料についてですが、去年

よりふえています。総合防災拠点施設の建設に伴

い、現議員駐車場及び以前の職員駐車場とその西

隣の土地、この３筆について、平成29年度からは

管財課の公用車駐車場ということで、借地料がふ

えています。面積については、詳細を持ち合わせ

ていませんので、また後ほど御報告をさせていた

だきたいと思います。 

 

  午後 ２時０２分休憩 

―――――――――― ◇ ―――――――――― 

  午後 ２時１２分再開 

 

財産管理費（答弁訂正） 

○委員長（山本健十郎） 財産管理費での三浦委

員の質疑に対しまして、菅管財課長から訂正があ

りますので、答弁をいたさせます。 

○菅管財課長 先ほど敷地借地料の増減というこ

とで説明したのは、庁舎管理費の借地料について

でした。財産管理費については、借地料の面積は

２万9,167.45平方メートルで、面積は変わってい

ません。昨年度から41万8,000円ふえている原因

は、慈光園南側の敷地、現在は土地開発公社の敷

地ですが、この敷地を買い戻した後の除草の委託

料41万7,696円です。 

常備消防費 

○委員（岡崎溥） １名消防職員がふえて134人

になったということですが、充足率と、なぜ全国

や県の平均と大きくかけ離れているのかという点

をまずお伺いします。 

○神野人事課長 消防庁の消防力の整備指針と比

較した充足率のことだと思います。消防庁におい

て消防力の整備指針というものを策定していま

す。これは、それぞれの市町村が目標とすべき車

両や人員等の整備水準を消防庁で定めています

が、実質的には各自治体が自主的に地域の実情に

応じて消防施設や人員について基準を決定して計

画的に整備を図ることとなっています。ちなみ

に、消防力の整備指針でいきますと、新居浜市の

場合は、目標とする人員は208名となっていま

す。これに対して、平成27年は充足率が62.5％、

平成28年は若干上がって63.9％、ことしの４月の

見込みは、これも若干上がって64.4％になる予定

です。これについては、本市においても、当然消

防力の計画的整備を行う必要がありますので、平

成15年４月に消防職員の条例定数を134名に改正

をして、当時118名だった職員数を順次増員し

て、来年度４月１日をもって134名に、ことしま

で14年ほどかけて順次整備をしてきたというふう

に認識をしています。 

○委員（岡崎溥） これを何で取り上げるかとい

うと、校区の防災訓練などで、特に必要でもない

ような救急の要請があるので遠慮してもらいたい

という非常に丁寧な説明があったので、やはり大

変なのかなと思いますが、現在の人員状況で現場

の声はどうでしょうか。あわせて今後の増員計画

についてお伺いしたいと思います。 

○神野人事課長 ことしでやっと134名まで増員

ができたというふうに認識しています。今後につ

いては、今現在何か決まっているものはありませ

んが、先ほどおっしゃられたように、まずは消防

のほうで現状をどのように分析をしているのか、

今後どういう見通しを持っているのか、その辺を

消防とも十分協議をした上で、今後どういう整備

が必要であるかを、必要があれば検討していかな

ければならないと考えています。 

一般管理費 

○委員（藤田豊治） 職員特別研修費についてお

伺いします。１点目は、どのような機関に何人計

画されているか、２点目は、昨年と比較して、何

人多くなっているかということです。 

○神野人事課長 まず、職員の派遣については、

大きく分けて一般の事務職員、技術職員、消防職

の３つがあります。その中で、技術職員について

は、東京の全国建設研修所に４名、下水道事業団

に１名、日本経営協会が行う技術研修に６名程度

を派遣する予定です。 

 消防職員については、一番大きいのはことし入

る初任の消防職員４名を半年間消防学校に派遣す

るほか、各種研修、消防学校に27名程度の派遣

と、救急救命士を毎年１名養成しています。約半

年かかりますが、広島のほうに１名派遣する予定

です。あとは東京にある消防大学校にも１名派遣

する予定です。 

 最後に、事務職員については、全国市長会と全

国市議会議長会、全国町村会、全国町村議長会、

この４者が共同で設置をしている研修機関、市町

村アカデミー、国際文化アカデミーと言われてい
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ますが、千葉と大津に研修所があります。こちら

では、実務に密着した、特に高度な専門性を必要

とする、そういう実践的な研修を行っていますの

で、こちらのほうに職員を派遣する予定で、こち

らの施設を利用した場合は、大体経費の４分の３

が助成されるというメリットもあります。ことし

は26名、去年は32名派遣していますが、平成29年

度については費用対効果も考えて、43名程度職員

を派遣したいと考えています。 

人事マネジメント事業費 

○委員（加藤喜三男） 人事評価制度の見直し等

に係る経費ということですが、何をどのように見

直しをしようとされているのか、お聞かせくださ

い。 

○神野人事課長 人事マネジメント事業費につい

ては、２つの事業があり、１つが人事マネジメン

ト事業、もう一つがマネジメント能力開発事業で

す。今おっしゃられたのは、人事マネジメント事

業のほうに当たろうかと思います。平成28年４月

１日に地方公務員法が改正され、人事評価を行っ

て、その評価結果を給料や昇給、昇格などに反映

をさせなければいけないという法律ができたの

で、それに基づいて人事評価を行っています。た

だ、法律で人事評価をしなければならないという

のは決まっていますが、具体的にこういうやり方

でやりなさいというモデルが示されているわけで

はなく、それぞれの自治体が手探りで模索をして

いるところです。どういうやり方がいいのかとい

うのは、ほかの自治体の状況も見せていただきな

がら、より新居浜市にふさわしい方法をつくって

いくために、日々見直しをしていかないといけな

いと思っていますので、そういう意味で見直しを

行っていくということです。 

○委員（加藤喜三男） この間から不祥事が続い

ているので、もうちょっとめり張りのあることを

しないといけないと思ったりします。その辺のお

考えはどうですか。 

○神野人事課長 今おっしゃられたように、１月

に引き続き、２月にも不祥事がございました。大

変申しわけなく思っております。１月の酒気帯び

で摘発されるというものについては、３月の初旬

に新居浜警察署交通課長を講師として、１日３回

に分けて約900名の職員に、文化センター中ホー

ルで研修をし、私もその様子を見ていましたが、

神妙に聞いていました。もう一件、今月あった事

件については、まだ捜査が続いていますので、そ

の推移を見守るとともに、何らかの結論が出たと

きには、また職員に対しても十分綱紀の粛正に取

り組んでいかなければならないと考えています。

もう一点は、３月の末に、以前人事院で職員の管

理をされていた方を講師にお招きをして、不祥事

の防止や綱紀の粛正について、管理職対象の研修

を予定していますが、それにとどまらず、やはり

こういうことが続いておりますので、真摯に受け

とめて、今後は取り組んでいきたいと思っていま

す。 

○委員（岡崎溥） 人事評価制度で、いろいろ模

索中であるというお話ですが、人事評価を取り入

れて検討を進めているということだったと思いま

す。どういう基準で評価するのかと思うのです

が、私は民間企業でずっと仕事をしてきたわけで

すが、とても公平、公正とは思えないひどいもの

で、極端な話ですが、上に認められなかったらと

んでもないことになるというようなことで、大な

り小なりそういうことがあると思うんですが、そ

の民間のやり方を全国で公務に導入するというこ

とが今の流れだと思います。いわゆる成果主義と

公務員の立場での成果というものは、全然違う。

公平、公正な評価という点ではどういうことに気

をつけられていますか。その結果、どの程度の差

が出てくるのかという点を、まず伺いたいと思い

ます。 

○神野人事課長 法律で４月１日から評価結果は

給与であるとか、昇任、昇格に反映させなければ

ならないという規定ができ、我々も法律にのっと

ってやらないといけないということで取り組んで

います。公平、公正な評価ということですが、評

価の手順としては、１次評価、２次評価、調整と

いうのがあり、１次評価は直接の上司、２次評価

はさらに上司が、２人が評価する。それに対し

て、例えば課所ごと、部局ごとで差がないよう

に、評価者によって差が出ないような仕組みで段

階を踏んで評価をするようにしています。 

 それと、どれぐらいの差が出るのかということ

ですが、現在、新居浜市では、評価結果を勤勉手

当に反映をしています。Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄとい

う評価がありますが、ほとんどの職員は、Ａ評価

またはＢ評価、ごく一部の職員は成績不良という

ことでＣ評価、Ｄ評価もいます。代表的なＡ評

価、Ｂ評価では、年２回のボーナスのうち１回に
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ついて申し上げると、10％程度で、例えば給料が

20万円の職員ですと２万円程度の差がＡ評価、Ｂ

評価では出ています。 

○委員（岡崎溥） 誤りのないようにということ

で、二重のチェックをしているということのよう

ですが、最初にも申しましたように、民間企業的

な成果主義だとか能力主義という問題について

は、排除していかなければならない。自治体の役

割は住民の福祉の増進ということで、市民が主人

公で市政を進めるという方向でどうなのかという

ことが基本だと思いますが、その辺で、問題点と

かトラブルとかはいかがでしょうか。 

○神野人事課長 昨年４月から法律で義務づけさ

れましたが、その前から人事評価を行っていまし

た。それと、今おっしゃられたとおり、目的はあ

くまでも職員が市民サービスを向上させるために

どれだけ頑張ったかということを評価するものだ

と思っていますので、市民サービスの向上のため

に頑張った職員についてはそれなりに評価をする

ということを考えています。 

 それと、トラブル云々ということですが、上司

が一方的に部下を評価するだけではなく、例えば

特にすばらしい上司、もしくはちょっとどうかと

いう上司については、逆に部下から上司を評価で

きるという制度もあります。その制度を使った職

員も何名かいますが、それは制度の中で処理をし

ていますので、特にトラブルということは今のと

ころありません。 

○委員（岡崎溥） 下から上司を評価するという

点も取り入れているというのはすごいですね。そ

れともう一つは、みんなの目というはごまかせな

いので、いい上司かどうか、みんなが評価をする

かというのは大事なことだと思いますので、ぜひ

続けていただきたいのと、もう一つは、今差が

10％程度と言われましたが、この差を余り大きく

するといろんな問題が出てくると思います。この

差をどういうふうにするかという考えを聞かせて

ください。私は小さくするべきだと思いますが、

いかがですか。 

○神野人事課長 この率は、国家公務員のほうで

出てきた率に準じて新居浜市も運用していますの

で、特に新居浜市において縮めるとか広げるとか

ということは特には考えていませんが、大体国に

準じているというのが現状です。 

 

  午後 ２時３７分休憩 

―――――――――― ◇ ―――――――――― 

  午後 ２時４３分再開 

 

＜第２グループ＞ 

議案第13号 平成29年度新居浜市一般会計予算 

○白石福祉部総括次長（説明） 

＜質 疑＞ 

社会福祉協議会運営費 

○委員（加藤喜三男） まず、どのような事業内

容かお伺いします。 

○伊達地域福祉課長 社会福祉協議会運営費につ

いては、社会福祉協議会運営補助金5,143万円、

地域福祉バス運営補助金213万８千円、法人後見

事業補助金95万９千円の３つの補助金からなるも

のです。 

まず、社会福祉協議会運営補助金は８つの事業

を行っています。１つ目は低所得者などに対する

低利、無利子の資金貸し付けを行う生活支援事

業、２つ目は認知症高齢者や知的障害者などに日

常的な金銭管理等の援助を行う権利擁護事業、３

つ目は社会を明るくする運動大会開催、社教だよ

り発行、愛媛県社会福祉大会参加等を行う広報・

啓発活動事業、４つ目は支部社協活動の推進、福

祉施設協議会の運営、生き生きサロン指導者研

修、福祉機器貸し出しを行う小地域福祉活動事

業、５つ目は家族や財産等の一般相談や登記、遺

言、年金、福祉用具改善等の専門相談を行う総合

相談事業、６つ目はボランティア市民活動センタ

ー運営、ボランティア育成、福祉教育、ボランテ

ィア情報の発信、広報などを行うボランティア活

動推進事業、７つ目は愛媛県共同募金会配分金に

よる団体助成、被災世帯への見舞金等を行う共同

募金配分事業、８つ目は福祉基金、まごころ銀行

等の管理運営をおこなう基金等管理運営事業で

す。 

次に、地域福祉バス運営補助金の事業内容です

が、高齢者福祉センター利用者の送迎用として週

３回の定期運行と、バスの有効利用のために、定

期運行日、祝日、年末年始を除いた日に、利用登

録した福祉団体の研修、施設見学、余暇活動のた

め運行を行っています。 

次に、法人後見事業補助金の事業内容ですが、

認知症高齢者、意思決定困難者の判断能力を補う

ための後見人を法人として取り組んでいます。 
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○委員（加藤喜三男） 数多くの事業を実施され

ており、利用客も増えているようですが、現状は

いかがでしょうか。 

○伊達地域福祉課長 社会福祉協議会の運営補助

金のうち、４つの事業について説明します。生活

支援事業の貸し付けについては、平成26年度は

52件だったものが、平成27年度には43件に減って

います。権利擁護事業における相談件数について

は、平成26年度1,325件、平成27年度は1,498件。

そのうち契約件数は、平成26年度は39件、平成

27年度は45件となっています。総合相談事業につ

いては、相談件数が平成26年度は236件、平成

27年度は211件となっています。ボランティア活

動推進事業については、ボランティア市民活動セ

ンター利用件数が、平成26年度は14,203件、平成

27年度は14,605件となっています。地域福祉バス

の利用実績については、市内と別子山を合わせた

利用者数で、平成26年度は6,322人、平成27年度

は6,572人となっております。最後に法人後見事

業については、平成27年度の利用実績で、相談件

数が184件、成年後見受任者数は４件となってお

り、平成26年度に比べるとどちらも増えていま

す。 

○委員（加藤喜三男） 社会福祉協議会がいろい

ろ事業をされていますが、福祉基金とかまごころ

銀行の現在の残高を把握されていますか。 

○伊達地域福祉課長 現在把握できていないた

め、後ほど提出します。 

総合福祉センター管理運営費 

○委員（加藤喜三男） 利用者の推移を教えてく

ださい。 

○伊達地域福祉課長 総合福祉センター管理運営

費については、平成26年４月１日から平成31年３

月31日までの５年間、社会福祉法人新居浜社会福

祉協議会が、総合福祉センター本館及び総合福祉

センター別子山分館を指定管理していますが、そ

の管理運営に関する経費です。利用実績について

は、総合福祉センター本館及び総合福祉センター

別子山分館を合わせた利用者数は、平成26年度は

８万8,991人、平成27年度は８万8,529人となって

います。 

高齢者福祉センター管理費 

○委員（加藤喜三男） 指定管理料と利用者の状

況はどうかお聞きしたいと思います。 

○加藤福祉部次長（介護福祉課長） この事業

は、上部高齢者福祉センター、川東高齢者福祉セ

ンター、川西高齢者福祉センターの３館の管理運

営を新居浜市社会福祉協議会に指定管理委託して

いる経費6,318万円と、川東高齢者福祉センター

大島分館の管理運営費128万2,000円と火災保険料

２万4,000円です。指定管理料の内訳は、３館の

運営管理を行っている人件費14名分と、光熱水費

や施設整備業務委託料などの物件費及び事務費で

す。利用者数は、年々ふえており、平成25年度は

３館合計で９万6,285人、平成26年度は９万

7,326人、平成27年度は10万354人となっていま

す。 

ひとり親自立支援員費 

○委員（伊藤謙司） ひとり親がかなりふえてき

ていると思いますが、相談員数、相談員に必要な

資格、対象人数、対象人数がふえてきていると思

いますが相談員をふやさなくていいのですか。 

○藤田福祉部次長（子育て支援課長） 相談員の

数は、母子・父子自立支援員ということで、非常

勤職員１名です。 

 相談員の資格は、特に必要はありません。 

 相談員の対象となる人数は、基本的にひとり親

家庭が支援対象ということになりますので、本年

度当初ではひとり親世帯2,279世帯、6,157人が最

大の数ということになりますが、実際には、例え

ば看護師等の資格を取るための養成学校に行く際

の生活支援の給付金や、子供が大学とか専門学校

に行く際の就学資金等の貸し付け、それらの相談

に来られるひとり親家庭の方が対象ということに

なります。 

 相談員の増員については、相談件数の実績が、

今年度は１月末までの10カ月で、延べ201件、、

母子父子寡婦福祉資金の貸し付けに至ったケース

が39件、自立支援給付金の支給申請にまで至った

ケースが５件となっており、現状のところは１名

の相談員で十分対応可能と考えています。 

児童センター管理費 

○委員（加藤喜三男） 指定管理料の内訳と利用

者数を教えてください。 

○藤田福祉部次長（子育て支援課長） 定管理料

の内訳は、新居浜市社会福祉協議会への指定管理

費7,833万3,000円のうち、４館18人の職員の人件

費が約76.4％の5,989万8,000円、水道光熱費や消

耗品等の物件費が1,470万6,000円、その他事務費

が372万9,000円となっています。 
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 なお、ほかに市の直接経費として、火災保険

料、遊具等の保守点検委託料８万9,000円があり

ます。 

 児童センターの利用状況ですが、直近の３年間

で、平成25年度が12万5,789人、平成26年度が

12万5,026人、平成27年度が13万5,233人と毎年

12万台から13万人台で推移をしています。 

社会福祉団体助成費 

○委員（加藤喜三男） 内訳を教えてください。 

○伊達地域福祉課長 この助成費は、社会福祉団

体の事業活動の推進を図るために、10団体に対し

事業活動補助を行っているものです。その内訳

は、精神障がい者新居浜家族会に11万2,000円、

にいはまローズに25万円、新居浜市心身障害者

（児）団体連合会に10万円、新居浜市聴覚障害者

協会に８万5,000円、新居浜地区保護司会に150万

円、新居浜市身体障害者更生会に５万円、おもち

ゃ図書館きしゃポッポに10万円、愛媛県更生保護

会に12万円、傾聴ボランティアクローバーに４万

円、新居浜視覚障がい者協会に10万円の補助を行

っています。 

福祉のまちづくり推進費 

○委員（加藤喜三男） 事業内容と参加人数を教

えてください。 

○伊達地域福祉課長 この事業は、生き生き幸せ

フェスティバル開催補助金67万9,000円、福祉の

まちづくり推進事業費10万3,000円です。 

 生き生き幸せフェスティバル開催補助金の事業

内容は、ボランティア団体、福祉施設を初め、市

内各種団体が主体となり、住民の健康づくりと保

健・福祉意識の高揚を目的に、健康、福祉、医療

を総合した生き生き幸せフェスティバルの開催と

市民の福祉向上を目指した活動を積極的に推進

し、明るく住みよいまちづくりを目的に、社会福

祉の向上に尽くした方々への表彰と記念講演を行

う新居浜市社会福祉大会に補助を行っています。 

 生き生き幸せフェスティバルの参加人数は、平

成25年度は4,000人、平成26年度は3,800人、平成

27年度は4,500人となっています。 

見守り推進員活動費 

○委員（小野辰夫） 各校区では見守り推進員を

やめさせてほしいという要望が非常に多く、これ

を引きとめているのが現状です。報酬は、１カ月

100円です。これを倍にしても200円で、お金をふ

やすよりも、マイントピアの何かをするとか、そ

ういうほうが効果があるのではないかと思います

が、そのあたりはどうですか。 

○加藤福祉部次長（介護福祉課長） 見守り推進

員は、１人当たり10人の見守りを目標に、おおむ

ね週１回、70歳以上のひとり暮らしの高齢者の安

否確認を行っており、現在、285人の見守り推進

員で約3,300人の高齢者を見守っていただいてい

ます。この実費弁償分の100円というのは、平成

24年までは月額一律1,000円だったものを、見守

り推進員によって見守っていただいている人数に

ばらつきがあるということで、見守り人数１人当

たり100円に改正した後、５年間変更していませ

ん。確かに、最近では見守り推進員のなり手が少

なく、支部社協の皆様にもなり手を探すのに御苦

労をおかけしているとお聞きしています。また、

見守りに要する時間や御負担を考えると、現行の

100円の実費弁償分が適当な金額かどうか、検討

が必要だと思われます。地域の皆様の支え合いの

気持ちに助けられて継続している事業ですので、

平成30年度に向けて増額を図ることができない

か、また小野委員さんがおっしゃられたマイント

ピアの入浴券など、ほかの方法はないかどうかと

いうことに関しても検討させていただきたいと考

えています。 

○委員長（山本健十郎） これは市から社協への

委託事業ですよね。 

○加藤福祉部次長（介護福祉課長） 社協本部に

は委託料として47万4,000円払っておりまして、

各支部社協では、見守り１人に対して１カ月

100円で、見守り推進員お一人で10人から15人を

見守っていただいており、その合計が455万

5,200円となっています。 

障害者虐待防止センター運営事業費 

○委員（伊藤謙司） 相談件数とどういった内容

が多いのか、また、警察との連携は何かされてい

ますか。 

○伊達地域福祉課長 昨年は障害者虐待に対する

相談が６件あり、そのうち経済的虐待と認定され

たケースが２件、心理的虐待と認定されたケース

が１件ありました。経済的虐待のケースについて

は、成年後見制度を利用、心理的虐待について

は、家族に理解を求めるとともに、日中施設に通

わせて家族と距離を置くことで解決しています。

警察とは、身体的虐待が疑われる場合で、対応に

危機を伴う場合に同行をお願いする場合がありま



－24－ 

すが、ここ２年間はそのケースはありませんでし

た。昨年４月に障害者差別解消法が施行され、障

害者の人権を守るために、新居浜市障がい者自立

支援協議会内に権利擁護部会を創設しました。虐

待など障害者の人権が侵害される場合にこれまで

以上に連携が図れるように、その部会に警察もメ

ンバーとして参加していただいています。 

地域子育て支援拠点事業費 

○委員（三浦康司） 支援拠点としては何カ所あ

りますか。 

 また、利用者はどれぐらいの数でしょうか、お

聞かせください。 

○藤田福祉部次長（子育て支援課長） まず、拠

点の数ですが、現在市内で８カ所あります。利用

者数は、今年度２月末までの数字ですが、８カ所

合計で４万2,607人です。 

○委員（三浦康司） 利用者が大変多いと思いま

すが、新しく拠点ができるという計画はあります

か。 

○藤田福祉部次長（子育て支援課長） 先ほど８

カ所と申し上げましたが、７カ所だったものを今

年度５月に１カ所増設をしたばかりです。それで

８カ所となっていますので、利用者の推移を注視

して、今後増設については検討してまいりたいと

思います。 

認定こども園施設型給付事業費 

○委員（加藤喜三男） ２園を開設する準備をし

ているということですが、それがどこかというこ

とと、泉幼稚園の実績を踏まえて次の２園にどの

ようにフィードバックできるのか、お聞きしま

す。 

○藤田福祉部次長（子育て支援課長） 認定こど

も園に移行を予定している２園は、グレース幼稚

園とグレース第二幼稚園で、中萩校区と大生院校

区になります。平成27年度から移行した泉幼稚園

の場合は、施設型給付費による施設運営費で園の

運営的には安定したということです。ただし、そ

れまでと比較して事務量の多さや煩雑さに苦労し

ているということです。グレース幼稚園、グレー

ス第二幼稚園については、今年度当初から移行に

向けた県との協議に市の職員も同席して助言する

形をとっています。今後についても、給付手続の

関係は、事務の煩雑さ、事務量の多さがあります

ので、支援、助言していくつもりです。 

○委員（加藤喜三男） 泉幼稚園で言われたよう

な事務の煩雑さというのが、本当にできるのだろ

うかとそちらの方が心配です。かなりバックアッ

プをしてあげないといけないと思いますが、その

態勢はできていますか。 

○藤田福祉部次長（子育て支援課長） 今年度当

初より県での協議に同席していますので、認可に

向けた手続きは非常に難しいということはわかっ

ています。今はほぼ県との協議も整っていますの

で、４月からの移行は大丈夫だと思いますが、移

行後の事務的なもの、特に給付費の請求に関して

は、市の担当者が具体的に記入例を使って懇切丁

寧に説明をする態勢をとっています。こちらもそ

の手続きが滞ると給付の事務も滞りますので、そ

の辺のフォローはちゃんとするように考えていま

す。 

○委員（加藤喜三男） 最初に相談を受けた時か

ら、もう少し首をつっこんで話をしてあげなけれ

ば。認可して動こうとしているのだから、これか

ら先は市がかなり入ってあげないと大変な気がし

ます。認可した以上は面倒を見ないといけない

が、その心づもりはありますか。 

○藤田福祉部次長（子育て支援課長） グレー

ス・グレース第二幼稚園については、市の責任で

円滑に運営できるように、指導、支援していきま

す。 

○委員（岩本和強） グレース・グレース第二幼

稚園については、上部地区の中で割合人口の多い

ところですが、定員割れしています。経営的な面

だけで幼保にされたのでは、入った園児が一番大

変なので、経営計画、保育を受け入れるという

元々のグレースの考え方、どうしてこれをやりた

いのかということをお聞きしたいと思います。 

○藤田福祉部次長（子育て支援課長） 市内の幼

稚園は定員割れをしています。今は子供の数は減

っているが保育の需要が高まっている。実質は横

ばいですが、子供の数が減っていることを考える

と、保育の需要が伸びて幼稚園の需要が落ちてき

ているという現状です。そういう中で、国のほう

からは幼稚園と保育園の両方の機能を持った認定

こども園をふやしていくという一つの方針が出て

いますので、グレース・グレース第二幼稚園につ

いても国の方針に乗っかった形と、確かに言われ

ているように幼稚園の経営だけでは難しい面があ

ったということで、認定こども園への移行に踏み

切ったと聞いております。 
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○委員（岩本和強） 認可が下りたときに保育士

の確保もしっかりやってもらえるのかということ

と、先ほど説明で幼保が２園と認定が１園と言わ

れていましたが、認定というのはどこですか。 

○藤田福祉部次長（子育て支援課長） 認定こど

も園というのは、泉幼稚園とグレース・グレース

第二幼稚園の３園ですが、泉幼稚園は幼稚園型の

認定こども園、今度移行を予定しているグレー

ス・グレース第二幼稚園は、幼保連携型の認定こ

ども園ということで、類型が違います。幼保連携

型の方がハードルが高い、幼稚園としても保育園

としても認可を受けるレベルのものが一体となっ

た施設であるというのが、幼保連携型の認定こど

も園です。認定こども園には変わりありません。

保育士の確保については、幼保連携型の認定こど

も園は、必ず保育士の資格も幼稚園教諭の資格も

持っていないといけないということですが、平成

27年度から５年間の経過措置がありますので、

もう一方の資格を平成31年度までに取得して両

方の資格を持つということになります。現在、平

成29年度の入所調整をしていますが、利用定員

を受け入れるだけの保育士、幼稚園教諭の態勢は

取れている、定員の範囲でこちらも入所調整をし

ている状況です。 

ひとり親家庭自立支援費 

○委員（加藤喜三男） この給付内容、予定人数

などを教えていただけますか。 

○藤田福祉部次長（子育て支援課長） この支援

費の内容ですが、ひとり親家庭の親が、経済的な

自立に向けて、例えば看護師や保育士などの資格

取得のための養成機関、学校で修業したりする場

合に、その間の生活費の支援ということで給付金

を支給するものです。特に、高等職業訓練促進給

付金というのがありますが、これは先ほど言いま

した看護師や保育士、理学療法士等の養成機関で

修業する期間に市民税の非課税世帯であれば月額

10万円、課税世帯でも月額７万500円を最大３年

間支給する、貸し付けではなくて支給するもので

す。ほかに就職に結びつく可能性の高い講座の受

講費の60％、上限20万円を支給する自立支援教育

訓練給付金や、高卒認定試験の合格を目指す講座

の受講を修了した際に受講費用の20％、上限10万

円を支給する受講修了時給付金等があります。件

数については、高等職業訓練促進給付金が８人、

そのほか各種給付金の受給者が15人で、予算上は

予定しています。 

私立保育所一時預かり事業費 

○委員（伊藤優子） この事業は平成27年10月に

始まったと思いますが、利用者はどのように推移

しているのでしょうか。 

○藤田福祉部次長（子育て支援課長） 平成27年

度の10月からの半年間は、事業を実施している５

園の１カ月当たりの平均利用者数は69人でした。

平成28年度は２月末時点で平均127人で、昨年度

の２倍近くにふえてきています。 

○委員（伊藤優子） 127人にふえているという

ことですが、予算はふやしているのでしょうか。 

○藤田福祉部次長（子育て支援課長） この事業

そのものが、あくまでも各保育所の利用定員に余

裕がある範囲内での利用ということになりますの

で、平成29年度の利用者数については、なかなか

見込みを立てるのが難しいのですが、今年度の見

込みの倍の利用者があっても対応できるような予

算を予定しています。 

○委員（岩本和強） 通常の受け入れ態勢の中で

余裕があればというのが私立のほうだと思うので

すが、一時保育をお願いしたい人というのは、例

えば、急に葬儀が入ったり、体調が悪くなったり

ということが多いかと思いますが、実際は、当日

とか前日にお願いしてもなかなか受け入れてもら

えないような状態だと聞いたのですが、そういっ

た課題についての解決策はお考えでしょうか。 

○藤田福祉部次長（子育て支援課長） 私立の一

時預かり事業とは別に、公立園２園で一時保育を

実施しています。先ほど岩本委員さんが言われた

ように、当日いきなり預かってほしいと言われて

もなかなか難しい状況にはなっていますが、私立

の場合は余裕活用型ということで、定員と現在入

所している子供との差ではなく、例えばインフル

エンザで子供が１週間休むことになった場合、そ

の枠も使って一時預かりができるということにな

りますので、当日の朝連絡して利用できる方も割

といるということです。公立の場合についても、

実際には１カ月前から前日までに申し込みをして

いただき、面接をするということにはしているの

ですが、実際の運用としては、どうしてもやむを

得ない事情があって、当日申し込みするという場

合も受け付けています。 

母子保健推進費 

○委員（篠原茂） 予算は、昨年度と余り違わな
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いですが、母子保健環境も随分変わってきている

と思いますが、来年度の新規事業はあるのでしょ

うか。 

○木戸保健センター所長 来年度の新規事業はあ

りませんが、少子化対策の一環として、不妊に悩

む夫婦の経済的負担の軽減を図るため、一般不妊

治療助成事業を平成27年度から開始し、平成28年

度には対象年齢を40歳から43歳未満に拡大して実

施しています。 

○委員（篠原茂） 母子健康診査等多くの事業を

行っていますが、予算額の多い事業はどのような

事業でしょうか。 

○木戸保健センター所長 母子保健推進費１億

3,173万5,000円のうち、予算額が多い事業は、妊

婦一般健康診査費8,427万4,000円、乳児一般健康

診査費1,094万円、育児支援家庭訪問事業費

1,232万4,000円です。妊婦一般健康診査は、妊娠

中に14回分の妊婦健診料として、１人当たり９万

630円を助成します。また、乳児一般健康診査

は、３カ月から４カ月に１回と９カ月から11カ月

に１回、２回分の乳児健診料として１万1,535円

を助成します。育児支援家庭訪問事業は、看護師

や保育士を雇い、おおむね生後４カ月までの乳児

がいる家庭を全戸訪問し、母親などの育児不安の

軽減を図ったり、養育支援が必要な家庭に継続的

な訪問支援を行うことで、虐待などを防止する事

業です。 

○委員（篠原茂） 時々聞かれるのですが、里帰

り等で新居浜市に子供も連れて帰ってきたとき

に、新居浜市の健診の対象になるのでしょうか。 

○木戸保健センター所長 里帰りなどで新居浜市

に帰っている子供については、１歳６カ月健診や

３歳児健診のような保健センターで実施している

集団健診の場合は、居住地の市町村からの依頼状

によって無料で受診していただいています。委託

医療機関で実施している妊婦健診や乳児健診につ

いては、愛媛県内の広域で委託契約を行っていま

すので、県内の方であれば受診券を利用して無料

で受けることができますが、県外の方は、自己負

担となっています。ちなみに、本市の場合は、里

帰り出産のため、県外で妊婦健診を受けられると

きは、償還払いにより健診費用の一部を助成して

います。 

食育推進事業費 

○委員（伊藤謙司） この最近、食育というのを

少し聞かなくなったのでお尋ねしますが、業務委

託費の委託先、大きな講習、メーンの対象者を教

えてください。 

○木戸保健センター所長 主な内容については、

６月の食育月間に、地域の公民館など35カ所で、

生活習慣病の予防食や郷土料理などの栄養講習会

を実施する食育推進業務委託事業や、子育て世代

を対象とした子育てママ応援食育推進事業、親と

子の料理教室、高血圧や慢性腎疾患の減少を目的

として減塩の実践を周知啓発する減塩推進事業な

どがあります。また、地域で食生活改善を中心

に、健康づくりや食育に関する知識を普及する食

生活改善推進員の育成や、リーダーの研修会など

も実施しています。委託先については、食育推進

業務委託事業を食生活改善推進協議会に委託して

おり、委託料は60万円です。対象者については、

食育は、子育て世代から高齢者までの幅広い市民

を対象としていますので、幅広く啓発していま

す。 

 

  午後 ３時４７分休憩 

―――――――――― ◇ ―――――――――― 

  午後 ３時５６分再開 

 

新居浜市医師確保奨学金貸付事業 

○委員（藤田豊治） この事業は、市長の３つの

スリーワンのうち、オンリーワンの事業で、市内

の医師従事者が減少傾向にある中で、救急医療体

制の維持、確保を図るため指定医療機関で一定期

間勤務することを条件に、返還免除の奨学金貸付

制度ですが、２点ほど質問をしたいと思います。 

 希望者の見込みがあるかという点と、何名ぐら

いを予定されているか、お願いします。 

○木戸保健センター所長 まず、何名見込んでい

るかについてですが、この事業は、４月から申し

込みを受け付けますので、現在のところ何人申し

込んでいただけるか把握はできていませんが、既

にマスコミ報道等で制度の創設を知った方からの

お問い合わせも数件いただいています。また、新

居浜西高校を訪問した際に、今年度卒業生のうち

医学部の一般推薦合格者が２名いるとも伺ってい

ます。 

 次に、貸付人数ですけが、この事業は、市内の

二次救急の医療機関、十全総合病院、愛媛労災病

院、住友別子病院の３医療機関を指定医療機関と
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して指定しましたので、各医療機関に１名ずつ、

３名を見込んで予算を計上しています。 

○委員（藤田豊治） 今、西高を訪問されたと言

われたのですが、どういうふう一般の方にこの制

度を知らしめていくのか、教えてください。 

○木戸保健センター所長 啓発については、市政

だよりやホームページに掲載するとともに、近隣

大学などへの周知啓発に努めてまいりたいと考え

ています。 

○委員（仙波憲一） 同等の制度が県にも国にも

ありますが、整合性はどのように考えています

か。 

○木戸保健センター所長 市の制度では、ほかの

同等の奨学金を申し込まれた方は対象にならない

ということにしています。 

介護基盤緊急整備事業 

○委員（三浦康司） もう少し詳しくこの事業の

内容をお聞かせください。 

○加藤福祉部次長（介護福祉課長） この事業

は、高齢者保健福祉計画2015、第６期介護保険事

業計画に基づき、地域密着型サービス及び施設サ

ービスの計画的な整備を進めることを目的とした

事業で、対象は第６期計画に登載した事業につい

て、施設整備及び開設準備を行う事業所に対して

補助を行うものです。補助は、県に設置している

地域医療介護総合確保基金の補助金で、補助率は

10分の10です。６期計画において、整備予定があ

る事業について今年度公募した結果、定期巡回・

随時対応型訪問介護看護は、新居浜医療福祉生活

協同組合に、認知症対応型通所介護は、社会福祉

法人宝集会に、特別養護老人ホームは、社会福祉

法人常美会に決定しました。それぞれの補助金額

は、定期巡回・随時対応型訪問介護看護が

1,597万円、特別養護老人ホームが2,484万円で、

認知症対応型通所介護は、既存施設を利用します

ので、補助はありません。総事業費は4,081万円

で、全額県費となっています。 

高齢者福祉センター整備事業 

○委員（田窪秀道） ３施設での今までの利用状

況並びに今後の整備内容を教えてください。 

○加藤福祉部次長（介護福祉課長） ３施設合わ

せての利用状況は、平成25年度が９万6,285人、

平成26年度が９万7,326人、平成27年度が10万

354人と増加傾向です。今年度の主な整備は、川

西高齢者福祉センターのボイラー室屋上防水工事

が43万2,000円、川東高齢者福祉センターの北側

フェンス改修及び通路拡張工事が48万3,840円、

そのほか上部高齢者福祉センターの交流高圧電位

治療器、マッサージ器購入が72万5,760円、川東

高齢者福祉センターのマッサージ器購入が９万

9,360円、川東高齢者福祉センター大島分館のＡ

ＥＤ購入が30万2,400円です。 

○委員（田窪秀道） 聞き取りのときにいただい

たアンケート結果では、スカイウエルという電位

治療器が順番待ちでとても人気である。これをふ

やせば順番待ちは解消できるとは思うが、３施設

それぞれ健康器具を置いているスペースも限られ

ているので、スカイウエルをふやしたときに、要

らなくなったマッサージ器を、職員はいないが大

島交流センターに置くようなことは考えていませ

んか。 

○加藤福祉部次長（介護福祉課長） 大島分館に

は常駐する職員がいませんので、機器の管理体制

や事故があったときの対応など心配な点があり、

大島分館に置くということは、今は考えていませ

ん。 

○委員（田窪秀道） 大島交流センターに職員が

いないということで、恐らく島民の高齢者へのア

ンケートもとってないと思う。いつも聞いたら導

入がされていないということだけど、島の高齢者

も高い器具を入れてくれとは、シャイな人もいる

のでなかなか言えないとは思うが、そこら辺も含

めて、一回島の人の話をじっくり聞いてあげて、

導入を進めるのがいいと思いますが、、そういう

話もしてあげるつもりはありますか。 

○加藤福祉部次長（介護福祉課長） 大島分館で

は、週に２回、えびすやのデイサービスと言いま

して、アソカ園に委託をして400万円ほどかけて

デイサービスを行っています。こちらのほうで

は、介護予防に力を入れており、できるだけ要介

護状態にならないように、体操教室などの事業を

行っていますので、そういうところに集まってき

てくださる方などに、アンケートはこちらで考え

て、皆さんの御意見を伺いたいとは思います。た

だ、マッサージチェアに座るよりは、できたら介

護予防の教室に参加いただいて、できるだけ足腰

が丈夫でいていただきたいと考えています。 

 

―――――――――― ◇ ―――――――――― 

議案第18号 平成29年度新居浜市国民健康保険
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事業特別会計予算 

○白石福祉部総括次長（説明） 

＜質 疑＞ 

○委員（井谷幸恵） １点目、平成30年度から

国保の運営主体が市町村から都道府県に移される

ということですが、平成29年度はどのような対

応が求められているのでしょうか、また平成

30年度はどのようになるのでしょうか。２点

目、国から一般会計からの繰り入れを今後、段階

的に解消する方針が示されているようですが、保

険料は上がるのではないでしょうか。３点目、財

政支援の拡充として国から毎年1,700億円支援さ

れているとのことですが、当初予算のどこに入っ

ていますか。４点目、国保の財政調整基金につい

て、平成28年度の取り崩し額はいくらですか。

また、平成29年度はいくら取り崩して、残額は

いくらになりますか。５点目、基金を取り崩して

お金がなくなると、保険料の値上げが心配されま

すが、保険料率などは県から示されるものなの

で、どうしようもないのでしょうか。値上げをす

ると市民からの批判があると思うのですが、どう

されるのでしょうか。 

○井上国保課長 １点目、平成30年度から県単

位化に向けての対応についてです。平成30年度

から各都道府県が市町村ごとの納付金額や、標準

保険料率を示すことになりますことから、現在、

算定基礎となるデータを各市町が愛媛県に提出

し、愛媛県や国におきまして、データやシステム

の精査を行っている段階です。平成29年度中の

対応としては、愛媛県が試算する納付金等の結果

や、愛媛県が策定する国保運営方針案について議

論していくこと、また愛媛県や国保連合会とのシ

ステム連携を図る必要があるため、システム改修

を行います。平成30年度以降については、愛媛

県が各20市町と共同保険者となりまして、県内

統一の運営方針により事業運営の中心的役割を担

うこととなります。各市町での業務としては、地

域住民との身近な関係の中、現在行っております

資格管理、保険給付、保険料の賦課徴収、保健事

業等の地域におけるきめ細やかな事業を引き続き

担うこととなります。２点目、一般会計からの繰

り入れと、保険料は上がるのかどうかについて

は、市町村ごとの医療費水準等を考慮し、平成

30年度から納付金が示され、算定されることと

なります。医療費が高い市町は保険料が高くなり

ます。新居浜市は、現在１人当たりの医療費が県

内11市中で３位と高く、保険料は10位と低い状

況で、愛媛県内での比較では高くなることが予想

されますが、現在納付金額を県が試算を行ってい

る段階で、確定はしていませんので、平成30年

度以降の保険料がどのようになるかは現時点では

わからない状況です。３点目、財政支援が、予算

のどの部分に算入されているのかについてです

が、平成27年度から拡充された財政支援につい

ては、低所得者が多い保険者の財政基盤を強化す

るため、費目としては、第８款繰入金第１項一般

会計繰入金１目一般会計繰入金１節保険基盤安定

繰入金に含まれております。拡充前の平成26年

度と拡充後の平成27年度を比較しますと、約１

億2800万円の増額となっており、平成28年度予

算、平成29年度予算のそれぞれの額は、平成

27年度と同程度の額で推移しています。この財

政支援については、現在被保険者数が減少し、医

療費がふえ続けているにも関わらず、保険料を引

き上げずに据え置く財源となっており、国保加入

者の保険料負担軽減につながっています。４点

目、国保の財政調整基金の取り崩しについてです

が、平成28年度の基金取り崩し額については、

補正予算後４億8,234万7,000円の見込みとなって

おり、平成29年度は基金残高の7,847万円の取り

崩しを行う予算としており、平成29年度末の残

高はゼロ円になる見込みとなっています。５点

目、保険料の値上げに対する御心配についてです

が、平成30年度以降の保険料については、平成

28年度、平成29年度の決算見込み状況等を踏ま

え、また、県から今後示されます納付金の額等を

基に協議し保険料率について検討していくことと

なります。 

○委員（井谷幸恵） ゼロ円になった後はどうな

るのでしょうか。 

○井上国保課長 平成29年度末にゼロ円と言う

ことになりますので、平成30年度の予算につき

ましては、平成28年度、平成29年度の状況を見

ながら、保険料率について検討します。 

○委員（仙波憲一） 基金繰入金が減少している

ということは、平成30年度に合わすためにこれ

をしているのですか。 

○井上国保課長 平成28年度も基金繰り入れを

し、平成29年度予算を組むに当たり、歳入につ

いて算定した結果、基金残高全額を取り崩す予算
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になっています。 

○委員（仙波憲一） 平成30年度にゼロにする

ためにしているということですか。 

○井上国保課長 平成30年度にゼロにするため

にしているわけではございませんが、全額基金を

平成29年度でつぎ込んだ結果、平成29年度末が

ゼロになってしまったということで、平成30年

度の広域化に向けてゼロにしたというわけではご

ざいません。 

○委員（仙波憲一） 基金繰入金は平成28年度

に比べて平成29年度は相当減っているのです

が、この理由は何でしょうか。 

○井上国保課長 医療費がふえていて、療養給付

費がふえていますが、その他の歳入の要因とし

て、県から平成28年度までで5,000万円借り入れ

終了や、前期高齢者交付金や特別調整交付金の補

助金の見込み等があって、平成29年度について

はこの基金取り崩しにより対応が可能となってい

ます。 

○委員（仙波憲一） そうすると、基金繰入金が

平成29年度は少なく済んだということですか。 

○井上国保課長 他の要因として、平成29年度

は、平成27年度、平成28年度に医療費が高額な

調剤等がありましたけれども、平成28年度から

薬価の見直し等もあった中で、医療費につきまし

て、今までよりも伸びが少ない状況でした。ま

た、歳入確保が可能となりましたので、基金全額

取り崩しにより平成29年度は、この金額で対応

可能となっております。 

○委員（仙波憲一） 療養給付費や医療費はふえ

ているのに、繰入金が減っているので、どんな要

因があったのかということだったが、今言われた

ことで間違いないのであればそれで結構です。 

＜要 望＞ 

○委員（井谷幸恵） 厚生労働省が滞納世帯数を

公表しています。全国では312万5,000世帯、差

し押さえ件数は29万8,000件と、大変多くなって

います。年間所得が250万円の４人家族に年間

四、五十万円の国保料ということで、多くの人が

保険料の支払い困難に直面していることが浮き彫

りになっているということで、今までずっと国庫

負担を減らし続けてきた国の責任が問われている

ということで、国庫負担を抜本的に引き上げて、

保険料を引き下げるということがどうしても必要

だと思いますので、機会あるごとに国に強く要望

してください。 

○委員（岡崎溥） 滞納者の関係も色々相談があ

るもので、今度、広域化というのが目前に迫って

いるということで、狙いはやっぱり国保料の引き

上げということになって跳ね返ってくるというふ

うに私は感じているのですが、そうしますと、ま

すます大変な事態が想定されるということだと思

います。もう広域化は決まっていますので、値上

げになって跳ね返ってこないように、是非声を上

げていただきたい。 

＜採 決＞ 

議案第18号 全会一致 原案可決 

 

―――――――――― ◇ ―――――――――― 

議案第19号 平成29年度新居浜市介護保険事

業特別会計予算 

○白石福祉部総括次長（説明） 

＜質 疑＞ 

○委員（篠原茂） 介護予防・生活支援サービス

事業費について、平成29年度に移行する新しい

総合事業の予算と思われますが、これまで介護保

険サービスとしていた要支援者の訪問介護、通所

介護を保険給付から切り離して自治体が独自に実

施するとお伺いしていますが、これまで介護保険

サービスとしてヘルパーやデイサービスを利用し

ていた要支援者は、どのような支援を受けること

ができるのでしょうか。また、利用者の負担はど

のようになるのでしょうか。具体的な取り組み等

を教えてください。 

○加藤福祉部次長（介護福祉課長） 今年の４月

から始まる新しい総合事業では、これまで介護保

険サービスとして利用されていた要支援１、２の

方の介護予防訪問介護と介護予防通所介護が地域

支援事業である介護予防・生活支援サービスの訪

問型サービス、通所型サービスにそれぞれ移行さ

れますが、新居浜市では現行サービス相当による

移行としておりますので、サービス内容や利用者

の負担額、サービスを利用するための手続など

は、これまでどおりで変更なくご利用いただけま

す。サービスの内容は変わりませんので、これま

でどおりサービスを安心してお使いいただけるも

のと考えております。 

○委員（岡崎溥） 介護保険は利用料の値上げを

いろいろ検討されているようですが、来年度の予

算で上げるという動きとも聞いていますが、その



－30－ 

状況を教えてください。また、介護保険料の滞納

状況を、年金からの天引きのために滞納者数は増

加していないかもしれませんが、教えていただき

たい。 

○加藤福祉部次長（介護福祉課長） ２月７日に

介護保険法等の改正案が閣議決定されたところ

で、国会の審議が今から始まるところですので、

平成29年度の予算に関しては、利用料が値上げに

なることはありません。滞納状況については、後

ほどお届けします。 

＜要望＞ 

○委員（井谷幸恵） 今までのサービスと何ら変

わらないとお聞きしましたが、新聞によります

と、2015年８月の介護保険制度の改正で、一定

の所得以上の人の利用料が２割に引き上げられ、

施設利用時の食費、居住費が打ち切られ、支払い

困難による退所者が100以上の施設で出ていると

か、利用料の滞納、日用品の買い控え、家族を含

めて生活苦が多くなっているなどとありました。

サービスは今までと何ら変わりないと言われます

が、安心して老後を送ることができるように、市

民の皆さんの声なき声を拾うような姿勢を貫いて

ほしいと要望します。 

＜採 決＞ 

議案第19号 全会一致 原案可決 

 

―――――――――― ◇ ―――――――――― 

議案第20号 平成29年度新居浜市後期高齢者

医療事業特別会計予算 

○白石福祉部総括次長（説明） 

＜質 疑＞ 

○委員（岡崎溥） これからいよいよ値上げに入

るのではないかと思います。今年度の予算で動き

が始まっていると思いますし、負担増の問題につ

いて教えていただきたい。 

○井上国保課長 国から保険料軽減特例の見直し

内容について通知がありました。低所得世帯の被

保険者にかかる所得割の現在の５割軽減措置は、

平成29年度に２割軽減、平成30年度に軽減が廃止

されます。また、被用者保険の被扶養者であった

被保険者にかかる均等割の現在の９割軽減措置

は、平成29年度に７割軽減、平成30年度に５割軽

減、平成31年度以降は、資格取得後２年を経過す

る月までの間に限り５割軽減となる見直しがあり

ます。 

＜要望＞ 

○委員（岡崎溥） 後期高齢者医療制度は、国会

で強行されるときには全国民的な反対世論が大き

く広がりました。参議院では否決されました。姥

捨て山だということですごかったのですが、高齢

者がこれからふえて金がかかる、だから高齢者の

医療費を節減するために、みずからがみずからの

首を絞めるというような痛みをわかってもらわな

いといかんというようなことを当事者が説明する

というようなこともありました。世論を押さえる

ために大幅な軽減措置をして強行したのですが、

今説明がありましたように、これを外し始めたと

いうことではないかと思います。そしてまた、今

行程表に載りかかっているのが、医療費の２割負

担、所得の多い人は３割という動きにもなってき

ているということで、大変な事態ではないかと思

います。是非、後期高齢者医療制度が、最初から

言われましたように、姥捨て山というようなこと

にならないようにお願いしたいと思います。 

＜採 決＞ 

議案第20号 賛成多数 原案可決 

  午後 ４時５３分閉会 

 


